
平成27年にプレアートスクールとして染織コースを立ち上げ、平成28年度からは窯芸と版画の2コースを開
講し、参加者アンケートの結果をもとに内容の改善を進めた。以降、年に2コース実施を目標として、平成29
年度は染織と版画コース、平成30年度は窯芸と版画コースを実施している。令和元年度は領域拡大と内容充実
を図って染織、美術史、版画、彫刻の 4コースを実施している。令和 2年度は版画、彫刻コースを実施予定と
していたが、コロナウイルスの影響で中止している。

平成29年から令和元年に、より専門的な芸術支援事業として、高校教員を主な対象とした彫刻製作をテーマ
とした美術指導者研修会を開催した。 3年間で延べ25名が参加しているが、アートスクールとの重複参加がみ
られたことから、令和 2年度以降は、アートスクールと統合して実施していくこととしている。

▶岩手大学アートスクール

▶美術指導者研修会

生涯学習部門は、岩手大学の「地域社会に開かれた大学として教育研究の成果をもとに地域社会の文化の向
上に貢献する」理念のもと、とくに生涯学習の分野では地域に暮らす人々の様々な「学び」の意欲と要望を受
け止め、社会人学び直しプログラム（いわてアグリフロンティアスクール、地域を支えるエコリーダー・防災
リーダー育成プログラム、いわて生涯学習士育成講座など）、岩手大学・秋田大学・弘前大学が持ち回りで主催
する社会教育主事講習の開講、学内の様々な部局で開催する地域に開かれた公開講座の開催支援など様々な取
組を進めてきている。
同部門は、令和 2年10月に「地域社会教育推進室」に衣替えをしたことを機に、上記の取組

に加えて地域社会の方々と本学の学生が同じ場所で学ぶ機会を創出し、地域社会の方々には学
生の若くて斬新な考え方に触れていただき、また、学生には地域の人々との対話を通じて地域
社会を直に感じ学ぶことができる貴重な機会として、相互に有意義な「学び」の場を実現して
いく予定である。

活動内容今後の取組

アートフォーラム（岩手大学アートスクール）

アートフォーラム（美術指導者研修会）

地域社会教育推進室HP
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（4） 三陸水産教育研究部門

三陸水産教育研究部門は、三陸水産研究センターが担当する研究開発と大学

教育による人材育成を主なミッションとする。平成28年度に開講された農学

部食糧生産学科水産システム学コースの学生教育を行うとともに、生産から加

工、流通、販売システムモデルの構築を目指し、そのノウハウの普及と継続的

なイノベーションの基盤設備に取組む。

岩手県沿岸における水産資源の持続的利用と新たな漁業
生産体制構築を目指した東日本大震災からの復興支援
岩手県沿岸における水産資源の持続的利用と新たな漁業生産体制構築を目指した東日本大震災

からの復興支援のために、既存の水産業と並立しうる新規業態展開を図り、付加所得源の創出に
よる漁民の所得安定化とともに沿岸域における雇用創出（新たな水産業従事者の創出）の基盤形
成を目指す。

活動テーマ

概要

活動内容

近年急激に回帰率が低迷している三陸沿岸サケ資源の回復
を目指し、遺伝学的手法による河川間、河川内集団の資源構
造や沿岸海域資源の資源特性、ふ化放流実績に関する長期デー
タに基づく沿岸河川ふ化場におけるふ化放流の河川間・年代
間比較、降海後のサケ稚魚の分布と成長特性把握を行った。遺
伝分析から岩手県のサケは北上川と沿岸河川に大きく区分さ
れ、後者は前期と後期群で明確に区分されることが示された。
また沿岸海域漁獲資源は、まもなく遡上する個体で構成され
ていることが示唆された。さらに主要増殖河川である 2河川
内で資源構造を比較した所、年度にかかわらず同一河川内で
多様性が維持された複数の集団構造を示した。ふ化放流実績
から、沿岸河川ふ化放流パターンは年代ごとにその配分が異
なっていることが示された。野田湾でのサケ稚魚分布調査を
令和元年から行い、降海後の初期回遊パターンが季節ごと、年
代ごとに異なることが示された。

●サケ資源の持続的利用に関する研究

河川に回帰してきたシロサケの測定

第2部｜岩手大学三陸復興・地域創生推進機構
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（4） 三陸水産教育研究部門 東日本大震災後の新たな漁業生産体制構築に必要な技術的問題解決のため、養殖分野においてはマボヤ人工
種苗生産技術を確立させて普及に結びつけたほか、貝類養殖阻害要因であるヨーロッパザラボヤの成長分析と
産卵特性解明と貝毒毒化ホタテガイの陸上畜養による減毒効果の評価を行った。沿岸漁業分野においては小型
いか釣り漁業の資源変動に伴う長期的な漁場選択と三陸沿岸での動向の関連性評価、定置網漁業における長期
的な漁獲動向分析に基づく近年の漁獲動向と気候変動の関連性評価とクロマグロ資源管理に伴う漁獲抑制技術
開発、久慈湾内の嵩上型増殖場におけるアワビなど磯根資源の変動特性評価を行った。また、漁獲統計データ
を活用し、震災後の漁業復興の現状評価を行った。

漁場環境変動の激甚化による海面漁業生産の低迷を受けて、従来の漁獲漁業を補完しうる新業態としての給
餌養殖事業化に向けての研究活動を行った。第三期当初に「国内サーモン養殖による地域振興に向けた課題と
展望　～地域発サーモン養殖を支える研究開発の方向性～」（生研センター補助事業）を開催し、サーモン養殖
による地域創生に向けて全国規模での意見交換を行い、その後、県内の複数地域で事業化に向けた試験養殖事
業が開始された。特に釡石地域においては当センターが代表機関となってサクラマス海面養殖コンソーシアム
が発足し、釡石市の財政支援を受けて海面での試験養殖に加えて、優良種苗開発のための研究拠点整備が進め
られた。さらに水産庁による全国規模のサーモン育種プロジェクトにも岩手地区の代表機関として参画してい
る。

●水産資源増殖の高度化による新たな漁業生産体制の構築

●既存水産業を補完しうる新規業態展開としての魚類養殖に関する研究

サクラマス幼魚を海面養殖施設へ搬入

貝類の貝毒低減化試験（サンプル測定） 貝類の貝毒低減化試験（水質測定）
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本学と株式会社NTTドコモの連携協定に基づく共同研究の課題として当センターで進行中のサーモン陸上養
殖研究をモデル系とした遠隔モニタリングに関する研究課題が採択された。本共同研究により、本学釡石キャ
ンパスに沿岸地域では初の5G基地局が設置され、これを活用した陸上養殖施設の遠隔モニタリングシステム構
築研究を実施中である。得られたモニタリングデータにより情報技術研究者との連携研究への基盤が形成され
た。その成果は上記の海面養殖試験へと展開中であり、5Gの本格運用を見据えて社会実装に向けた研究基盤が
整った。さらにそれらは上田・釡石キャンパス間の遠隔教育高度化（水産養殖遠隔モニタリングに関する実演
講義）や釡石高校との高大連携教育（水産5G技術模擬体験授業）にも活用された。

三陸産ホタテを利用した鮮度維持技術、冷凍乾燥ホタテ、ホタテすり身、ホタテムース食品の開発を行った。
国内消費向上と、流通拡大につなげるため、マボヤの基礎的な鮮度変化の知見収集、より良い鮮度保持方法の
提案を目的として、様々な保存条件における三陸養殖マボヤ体壁筋生化学特性及び性状変化に関する研究を行っ
た。ホヤの状態、保管方法などの条件において、ATP関連化合物質、K値、官能評価スコアを分析し、走査原子
顕微鏡による組織観察も行い、適切の保存条件を検討した。岩手県産アカモクの健康機能成分分析と食品利用
に関する研究も行った。アカモクとすり身の新しい食品の開発を試みた。

●次世代高速通信技術（5G）の地域水産業活用に向けた研究

●水産物をベースにした高付加価値化・機能性食品の開発

高校生に対する5Gを活用した養殖管理システムの紹介

研究に使用した養殖ホヤ

第2部｜岩手大学三陸復興・地域創生推進機構
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文科省の国立大学機能別分化方針の中で岩手大学は地域貢献型大学の一つとして位置づけられており、この
中で当センターを本学が掲げる「地域の知の府」、「知識創造の場」を三陸沿岸地域で具現化する場と位置づけ
る。すなわち、三陸地域が有する水産業を中心とする地域課題を細かく拾い上げ、学術的価値を伴う本質の探
究、成果の社会実装による地域貢献、水産システムや地域をリードする次世代の人材を育成を使命とする。三
陸地域の海と水産業、社会が結びついた三陸沿岸全体をフィールドと位置づけ、岩手大学が有する分野横断的
学問領域を総動員して地域創生と人材育成に貢献する。そのために釡石市をはじめとする地域内の自治体・企
業や他教育・試験研究機関との連携をさらに深化させ、外部資金を積極的に活用して地域発の教育・研究の促
進と成果の現場への社会実装を進める。第三期において展開された養殖分野によるさんりく養殖産業化プラッ
トフォームを基盤とした産学官連携をモデルケースとして、水産業のみならず、ものづくりや街作り分野など
を含めた岩手大学全学を挙げた沿岸地域における地域貢献の拠点形成を目指す。これらの実現に必須となる滞
在型共同研究・教育拠点としての基盤整備を進め、全国さらには世界において地域創生の志を共有する他地域
との交流を加速させる。

活動内容今後の取組

養殖サクラマスの養殖サクラマスのサプライチェーンにおける鮮度保持方法について研究を続けた。締め処
理、冷蔵方法、冷凍方法）、解凍方法に着目し、ATP関連化合物および遊離アミノ酸、筋原線維Ca2＋－ATPase、
塩溶解度等の分析を行い、肉質評価を行った。これらの研究により、生鮮流通において、鮮度保持に有効な締
め処理（頭打ち締め・神経締め即殺）、輸送方法（ラウンド輸送）、冷蔵温度（－ 1℃）を明らかにできた。ま
た、冷凍流通においても鮮度保持に有効な冷凍方法、解凍方法を明らかにした。これらの結果から、養殖サク
ラマスのサプライチェーンにおける鮮度保持方法を確立するための基礎的知見が得られた。

●三陸ブランドの海外展開と次世代養殖を基軸とした 6次産業化

養殖試験中のサクラマスの冷凍実験

養殖サクラマス

冷凍解凍したサクラマス

第
2
部
　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

三 陸 復 興 部 門 地 域 創 生 部 門 生 涯 学 習 部 門 三 陸 水 産
教 育 研 究 部 門

平 泉 文 化
教 育 研 究 部 門

地 域 防 災
教 育 研 究 部 門

ものづくり技術
教 育 研 究 部 門

実 践 領 域 教育研究領域

59三陸復興・地域創生推進機構の歩み ～令和２年度岩手大学三陸復興・地域創生推進機構活動報告書～｜

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

部
　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

部
　
岩
手
大
学
三
陸
復
興
・
地
域
創
生
推
進
機
構

第
2
部

第第



（5） 平泉文化教育研究部門

平泉文化教育研究部門は、平泉文化研究センターが担当している。センター

の目的は、仏国土（浄土）の理想郷として造営されたという平泉庭園文化を中

心に平泉文化の意義を総合的に解明することにある。具体的には岩手県教育委

員会や海外の諸大学等と連携を図り、これまでの研究成果を踏まえながら平泉

文化を学術的・国際的な観点から研究し、平泉文化の国際的意義を明らかに

し、「平泉学」として総合化を目指していく。

平泉文化の普遍性に関する国際理解の一層の進展と
地域に遺る文化遺産を活かした地域振興への貢献
考古研究部門・文献学的研究部門・教育地域貢献部門の三部門を中心に活動を行った。内容は

以下の通り。
1． 「岩手県における世界遺産についての調査・研究の継続と支援」では平泉世界遺産登録 9周
年記念として平泉学リモートセミナー・「第 1回平泉学研究会」・「第 1回平泉学フォーラ
ム」の開催及び岩手県と岩手大学との共同研究で「東・北アジアにおける政治拠点と平泉
の比較研究」などを行った。また、考古学部門を中心に平泉出土の陶磁器の産地同定作業
を進めた。なお、科研基盤研究B「11～14世紀の日本に流通する中国産陶磁器の産地推定
と流通に関する比較研究」が採択され、研究と調査を進めた。

2． 「平泉世界遺産教育の展開」では岩手県と岩手大学との共同研究で「学校教育における世界
遺産の教材化についての研究」等を行った。地域における人材育成事業として、岩手大学
釡石教室で釡石市古文書入門講座を 6回実施した。

3． 「地域創生関係」及び平泉の研究の地域への発信では平泉文化セミナー3回・公開講演会及
びシンポジウム等の連携を行った。

活動テーマ

概要

活動内容

令和 2年 5月20日（水）、岩手大学と岩手県が令和 6年度までの5か年の共同研究協定を締結したことから、
共同研究に向けたキックオフとして、平泉学リモートセミナーを令和 2年 6月28日（日）に開催した。本セミ
ナーは、平泉世界遺産登録 9周年を記念し、平泉の日（6月29日（月））の直近日に設定した。「平泉研究を回
顧する－1990年代前半の研究と保存運動－」（岩手大学教授菅野文夫）・「都市平泉のシンボリズム」（岩手大学

●岩手大学・岩手県共同研究キックオフ・平泉世界遺産登録 9周年記念講演会

第2部｜岩手大学三陸復興・地域創生推進機構
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（5） 平泉文化教育研究部門

令和 3年 2月12日（金）、平泉学講演会及び平泉文化セミナー第55回例会としてZoomに
よるリモートにて開催した。発表者：韓国慶煕大学校日本語学科助教授手島崇裕氏、テーマ
「平安中後期日本の対外関係と仏教　－奥州・平泉を視野に入れて－」、入宋僧への着目を通
じて、平安時代日本の対外関係において仏教が担った役割について考察し、また平泉の仏教
文化圏をアジアのなかに読み解く先行研究に基づき、奥州・平泉圏域を視野に入れて、対外
関係史関連研究を見直した。参加者10名。

令和 3年 2月 6日（土）、昨年に締結された岩手大学と岩手県との平泉文化に係る共同研究協定に基づいて、
研究者を対象にオンラインにて開催した。共同研究の成果のほか、発掘報告も行い、世界遺産としての平泉の
新たな学術意義を確認し、また平泉が、東・北アジアにおいて独特の位置にあることを明らかにした。「柳之御
所遺跡の考古学的研究」（県教育委員会 北村忠昭）・「平泉の彼岸と此岸の造形に係る比較研究」（国立文化財機
構文化財防災センター 岡田 健）・「出土文字資料の集成的研究」（国立歴史民俗博物館 三上喜孝）・「東・北アジ
アにおける政治拠点と平泉の比較研究」（岩手大学平泉文化研究センター 劉 海宇・県文化スポーツ部 戸根貴之）
等の報告が行われた。

客員教授伊藤博幸）・「平泉の顕著な普遍的価値－世界遺産としての評価」（岩手県文化スポーツ部主任主査戸根
貴之）・「世界遺産平泉教育の成果と課題」（岩手県教育委員会上席文化財専門員大道篤史）等の発表 4本が行わ
れた。視聴者130名あまり。

●平泉学講演会及び平泉文化セミナー第55回例会

●第 1回平泉学研究会

平泉学研究会

キックオフ登録周年
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令和 3年 3月24日（水）、岩手大学図書館生涯学習室にて平泉文化セミナー第56回例会が行われた。講師：
木下博文氏（福岡市経済観光文化局文化財活用部埋蔵文化財課）、演題：「近畿型経筒の創出・展開－東北地方
を中心に－」。11世紀初頭、藤原道長の大和金峯山詣に端を発した経塚造営は、12世紀に入り全国展開する。そ
の契機となったと見られるのが近畿型経筒の創出である。北部九州とともに経塚造営の一大中心地である近畿
において、経筒のパターンが生み出されたことが、他地域における経塚造営を促進する働きをし、その直輸入・
模倣と見られる出土例が全国各地で確認される。平泉を中心とする東北地方は、藤原氏の存在も相まって、近
畿型経筒の展開先として大いに注目できる。近畿型経筒を軸に東北地方における経塚造営の在り方・特質を跡
付けたい。

●平泉文化セミナー第56回例会

第56回セミナー例会

令和 3年 2月 7日（日）、一関文化センター 中ホールにて岩手県、岩手県教育委員会、岩手大学、岩手大学
平泉文化研究センターの共催により第 1回平泉学フォーラムが開催された。研究報告①『柳之御所遺跡の考古
学的研究』・②『平泉の彼岸と此岸の造形に係る比較研究』・③『出土文字資料の集成的研究』・④『東・北アジ
アにおける政治拠点と平泉の比較研究』・⑤『日本の学校教育における世界遺産の教材化についての研究』及び
発掘成果報告などの内容が行われた。参加者数：180名、YouTube配信140回視聴（当日）、合わせて254回
視聴。

●第 1回平泉学フォーラム

平泉学フォーラム

第2部｜岩手大学三陸復興・地域創生推進機構
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考古研究部門・文献学的研究部門・教育地域貢献部門の三部門を中心に活動を行い、今後の取組内容は大よ
そ以下の通り。考古学研究部門では平泉遺跡群の発掘調査・研究の支援、平泉関係の出土遺物に関する理化学
的分析と協力として平泉出土の陶磁器の中国における産地同定を進め、博多遺跡群や鎌倉出土の陶磁器と中国
出土の陶磁器との比較研究を行い平泉との差異を明らかにする。3Dレーザースキャナを用いて平泉世界遺産遺
跡を三次元計測し、平泉遺跡群の庭園や堀跡検出の土壌分析や出土墨書文字資料の赤外線写真撮影を協同で行
い、文字資料の再検討を行う。文献学的研究部門では日本や中国の古文献に見える庭園関係史・資料の収集と
解読研究、日本庭園の民俗学的研究、仏教関連文書の解読と日中の比較研究を行う。また、令和 2年 5月20日
に岩手大学と岩手県とが締結された平泉文化に係る共同研究協定に基づき、そのテーマ 1「東・北アジアにお
ける政治拠点と平泉の比較研究」を推進する。教育地域貢献部門では平泉研究の地域への発信、教育への還元、
世界遺産追加登録事業への支援・協力、古文書講座などによる社会人学び直しへの貢献をはかる。また岩手大
学と岩手県との共同研究協定に基づき、そのテーマ2「学校教育における世界遺産の教材化についての研究」を
推進する。岩手県が設置する平泉の文化遺産ガイダンス施設（仮称）に、岩手大学平泉文化研究センター研究
サテライトを再設置することによって平泉文化企画及び体験・学習活動等の事業の支援を推進する予定である。

活動内容今後の取組

令和 2年12月19日（土）、岩手大学平泉文化研究センターにて中国産陶磁器の産地推定と流通に係るワーク
ショップが開催された。今年度から科研基盤研究B「11～14世紀の日本に流通する中国産陶磁器の産地推定と
流通に関する比較研究」が採択され、本ワークショップでは、研究者それぞれの発表により、中国産陶磁器及
びその産地推定に関する最新研究成果を把握することを目的に実施するものである。「玉縁白磁碗と端反白磁碗
の生産と流通」（森 達也）・「博多遺跡群　近年の調査」（田上勇一郎）・「上海青龍鎮遺跡出土資料の関する事前
調査報告」（徳留大輔）・「墨書銘と花押印等から見た宋元期における陶磁器貿易」（劉 海宇）等の報告が行われ
た。

令和 2年11月21日（土）、釡石市立鉄の歴史館にて令和 2年度釡石市古文書講座Ⅰが開催
された。この講座は岩手大学平泉文化研究センター・岩手大学三陸復興・地域創生推進機構、
釡石市産業振興部世界遺産課との共催で開設するもので、釡石に関する近世（江戸時代）の
古文書をテキストに古文書の入門講座を行った。その後も引き続き行われ、 2月末まで合わ
せて 6回行われた。

●中国産陶磁器の産地推定と流通に係るワークショップ

●令和 2年度釡石市古文書講座Ⅰ
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（6） 地域防災教育研究部門
地域防災教育研究部門を担う地域防災研究センターは、自然災害解析、防災

まちづくり、災害文化の3つの分野の教育研究に取組む。具体的には被災地

域に入り、被災状況調査、地震・津波などの解析、復旧・復興まちづくりの支

援、教育活動支援や伝承・記録の支援等を地域の人々とともに実践している。

さらに、阪神淡路大震災、中越地震などの震災・復興の体験を国内外の大学、

または南海トラフ等の今後の震災が危惧されている地域の大学との連携を深

め、過去・現在・未来を貫く相互の学びの場の創出へとつなげることを当面の

課題とする。

安全なまちづくりと災害文化を育む地域防災拠点の形成

・ これまで岩手大学が実施してきた地域密着型の活動（防災体制構築への支援、防災教育）をさ
らに拡充し、東日本大震災による被災地の復興に向け、「施設づくり」「まちづくり」「ひとづ
くり」に貢献

・ 地域特性に応じた防災対策と、津波常襲地帯に暮らすための知恵である災害文化からなるボト
ムアップ型防災システム（三陸モデル）を構築

・ 三陸モデルを、今後巨大地震の派生が危惧される東南海地域などへ展開
・ 他大学、他研究機関と連携し、相互補完的な事業実施により効果的な成果を創出

活動テーマ

概要

活動内容

8 月 3日（月）、東日本大震災津波伝承館（岩手県）と岩手大学との間で連携に関する協定が岩手県庁におい
て締結された。達増岩手県知事からは伝承館からの東日本大震災に関する教訓や経験発信が強化されることへ
の期待が述べられ、小川学長からは教育や研究に活かしていきたいとの挨拶があった。
協定締結後の報道対応は、岩手大学を代表して地域防災研究センターの越谷信センター長が行い、報道各社

から数多くの質問があり、関心の高さがうかがわれた。

●東日本大震災津波伝承館との連携に関する協定の締結

第2部｜岩手大学三陸復興・地域創生推進機構
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（6） 地域防災教育研究部門

10月26日（月）～29日（木）と11月16日（月）～11月17日
（火）の期間に、令和 2年度防災・危機管理エキスパート育成講
座・基礎コース、実習コースをそれぞれ開催した。
本講座は災害に直面した時、リーダーを補佐するエキスパート

として、災害対応とその効果的な推進のために必要な知識やスキ
ルを習得することを目的に平成26年度から開催されているが、今
年度で 7回目の開催となった。
今年度の基礎コースは、新型コロナウイルスの影響で基礎コー

スはZoomでのオンライン講義となったが、県内の自治体や消防、
企業、一般の方など様々な分野にわたる10名の方が受講した。

10月 1日（木）に、久慈市との共催で第24回地域防災フォーラムが実施され、昨年度、本センターが関わった
自主防災組織（東広美町自主防災会）の活動事例報告や地域防災に関するシンポジウムなどが行われた。
シンポジウム「地域主体の避難行動を考える」は、久慈市内の自主防災組織 3団体と地域防災研究センター

教員が参加し、各組織の取組が紹介されるとともに、今後の課題や検討すべき点などについて議論された。シ
ンポジウムでは、自主防災組織の活動は単独ではなく、町内会や子ども会など既存の地域組織との連携が不可
欠であること、災害時における高齢者等の避難を円滑に行うためには、日頃の付き合いによる人間関係構築の
重要性などの指摘があった。また、今回の地域防災フォーラムは、会場（久慈市防災センター）への参加は久
慈市内の方に限り、オンライン形式による配信としたが、東京都や香川県など遠方からの参加もあり、会場と
併せて50名を超える参加があった。

●令和 2年度　防災・危機管理エキスパート育成講座

●第24回地域防災フォーラム（オンライン形式）
　「地域主体による避難行動を考える」開催

東日本大震災津波伝承館との連携に関する協定

第24回地域防災フォーラム「地域主体の避難行動を考える」

令和2年度防災・危機管理エキスパ ート育成講座
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また、災害のリスクコミュニケーションツール
について学ぶ実習コースは、県内の感染発生状況
を踏まえ、新型コロナウイルス対策を万全に行っ
た上での開催となった。受講者は、自治体職員、学
校職員、一般の方など様々な分野から10名の参加
があった。

令和2年度防災・危機管理エキスパ ート育成講座

12月17日（木）、本センター客員教授である
岡本 正弁護士が講師を担当し、災害に苦しむ
市民が立ち上がるための法律制度の問題点（「災
害復興法学」）や活用法（「お金とくらしの話」）
を弁護士の活動を通じた知見・経験をもとにし
た講義が開講された。講義では、災害時に適用
される法律の開設のほか、さらに、コロナ禍に
おいて災害法制はどうあるべきかについて議論
がすすめられ、参加者は、住宅ローンの減免、
資金確保、雇用、事業継続、支払い抑制など事
業継続支援などの最新の有用な情報を得ること
ができた。

2月 6日（土）、矢巾町において「令和 2年度矢巾自主防災組織　防災学習会」が当セン
ターと矢巾町との共催で開催された。会では矢巾町の高橋町長、越谷センター長のあいさつ
に続き、町の防災担当者から各避難所における防災資機材・物資の備蓄の取組や、これまで
当センターも協力して実施された自主防災組織活性化モデル事業について紹介された。その
後、当センター福留専任教授が自主防災組織の活動事例や組織における活動意義やその目的
の重要性について事例を踏まえながら講話を行った。会には、町内の自主防災組織代表者を
中心に39名の参加者があった。

1月 9日（土）と23日（土）の 2日にわたって、「災害文化オンライン特別講演会」が本
センターと災害文化研究会との共催で実施された。越谷センター長の開会の挨拶に始まり、9
日には大野眞男名誉教授により「災害と人文学－ことばの研究者の立場から－」と題して、23
日には広田純一名誉教授により「東日本大震災の10年を振り返って ～その反省と教訓～」と
題して講演が行われ、のべ70名の参加があった。大野名誉教授は人文科学分野の研究が復興
に貢献する重要な柱の一つであり、被災地の支援を含む新たな実践的研究活動をとの提言を、
広田名誉教授は地域社会を支援する組織への支援など実践的活動をとおして見えてきた様々
な課題を提示され、これからの10年を考える示唆に富む講演となった。

●第25回地域防災フォーラム（特別研修会）「災害復興法学入門」

●令和 2年度　矢巾町自主防災組織　防災学習会

●「災害文化オンライン特別講演会」を開催

第25回地域防災フォーラム（特別研修会）「災害復興法学入門」

第2部｜岩手大学三陸復興・地域創生推進機構
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越谷センター長によるあいさつ

地域防災教育研究部門の活動は地域防災研究センターが担ってきた。地域防災研究センターは平成24年度に
全学組織として再編されて以来、多重防災型まちづくり、災害文化の醸成と継承およびボトムアップ型の防災
システムの構築をキーワードにして、災害に強い施設づくりに貢献する自然災害解析部門、災害に強いまちづ
くりを目指す防災まちづくり部門および防災を担うひとづくりを育成する災害文化部門が互いに連絡・強調し
つつ、災害に強い地域づくりのための教育・研究・社会貢献活動を行ってきた。今後もこれまでの実績を踏ま
え、災害に強い地域を目指す「岩手モデル」を構築することをミッションとしてこれらの活動を拡充・発展さ
せていく。「岩手モデル」では、本センターの活動の特徴である地域とともに取組む姿勢を明確にし、教育・研
究・実践活動による成果の地域への還元、行政、報道、住民と一体となって地域の防災を支える活動、および
災害時や復興時において、Leave no one behindを忘れることなく取組んだ成果を盛り込みたい。本学は東日
本大震災の被災県に位置することから、この大震災から教訓を学び、それらを普遍化することが望まれており、
それに基づき、防災や復興に関わる研究や実践を行うフィールドを有していることを活かし、さらに、近年多
発する自然災害の軽減に役立つような活動を行っていきたいと考えている。

活動内容今後の取組

3 月20日（土）に、第26回地域防災フォーラムが会場の対面とオンラインの併用により開催され、会場には
23人、オンラインでは61人の参加があった。
基調講演では、津久井進弁護士が講師を務め、東日本大震災などの災害をふりかえりながら、近年の感染症

（コロナ）拡大も災害の一つとみなせるものであり、個々の状況を把握、支援計画を作成し、対応する災害ケー
スマネジメントの発想が大切であると強調された。
また、岩手医科大学の眞瀬教授は、東日本大震災や台風10号の災害対応事例などを紹介し、災害時の限られ

た人的、物的資源の中で命を救うためには指揮や連携などが重要であること、コーディネーター等人材育成が
不可欠であることなどを述べられた。
パネルディスカッションでは、基調講演者のお二人と神戸大学の金子教授、岩手大学地域防災研究センター

の松岡教授、南教授により「災害時における被災者の生活環境・支援体制について考える」をテーマとして議
論がかわされた。

●第26回地域防災フォーラム
　「広域・複合災害に備える－東日本大震災10年をふりかえって－」の開催

高橋矢巾町長のあいさつ

第26回地域防災フォーラム
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（7） ものづくり技術教育研究部門
ものづくり技術教育研究部門は、ものづくり技術研究センターとの連携のも

とで、地域ニーズに対応した金型、鋳造、生産技術分野における先端的水準の

研究成果を基に、金型、鋳造、生産技術分野における高度専門技術者を育成す

るための教育活動を行っている。

ものづくり技術の人材育成セミナーと講演会の開催

地域ニーズに対応した研究を行うためにニーズ発掘調査に基づいた共同研究を実施するととも
に、岩手マイスター事業やいわて半導体アカデミーとの連携のもとで、金型、鋳造、生産技術分
野の高度専門技術者を育成するための講演会、講習会、セミナーなどを開催している。

活動テーマ

概要

活動内容

平成28年から令和 2年度の5年間に発表された学術論文数は160件以上、学会発表件数は560件以上であり、
金型・鋳造・生産技術分野の先端的水準の研究を行い、5年間で25件以上の発表を行うという目標を十分に達
成した。また、毎年50件以上のニーズ発掘調査を行い、毎年10件以上の共同研究を実施し、さらに、いわて戦
略的研究用開発推進事業や戦略的基盤技術高度化支援事業に採択されるなど、地域のニーズに対応した研究を
実施するという目標も達成した。このように、地域の課題解決を目指して地域企業と産学連携活動を積極的に
行ってきた実績が高く評価され、岩手大学ものづくり技術研究センターが経済産業省「地域オープンイノベー
ション拠点」に採択されたことも成果として挙げられる。

金型・鋳造・生産技術分野の高度専門技術者を育成するために、講演会や各種講座を実施してきた。金型分
野と鋳造分野においては、大学院金型・鋳造プログラム及び岩手マイスター事業との連携により、地域企業の
技術者を対象として講義を開催した。金型分野ではものづくり人材階層別講習として、初心者、技術者、経営
者を対象とした講習会を実施した。鋳造分野では、講義と実習を交えた夏期鋳造講座や鋳造技術者研修講座を
開催した。生産技術分野では、いわて半導体アカデミーを開講し、半導体産業に関わる技術者と次世代を担う
高校生や大学生を対象とした講義、講習会を開催した。これらの開催回数は平成28年から令和 2年度で170回
以上であり、 5年間で30回以上開催するという目標を十分に達成した。

●地域のニーズに対応した金型・鋳造・生産技術分野の研究開発

●金型・鋳造・生産技術分野の高度専門技術者の育成

第2部｜岩手大学三陸復興・地域創生推進機構
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（7） ものづくり技術教育研究部門 ものづくり技術特別講演会を毎年開催するとともに、金型・鋳造・生産技術の各部門においてもシンポジウ
ムや研究成果報告会を開催し、ものづくり技術に関する最新技術の普及に務めてきた。また、国際シンポジウ
ム ASIA JOINT SYMPOSIUM においても研究成果発表を行い、日本、中国、韓国、マレーシアの大学や企業
との研究交流を行った。これらの実施回数は平成28年から令和 2年度で35回以上であり、 5年間で25回以上
開催するという目標を達成した。

●各種シンポジウム、講演会の開催

三陸復興・地域創生推進機構ものづくり技術教育研究部門は、ものづくり技術研究センターを実施主体とし
て活動を行ってきた。ものづくり技術研究センターは、金型技術、鋳造技術及び複合デバイス技術等、工学系
分野で蓄積してきた実績に加えて、農学系分野、社会科学系分野も含んだ総合的なものづくり技術の研究拠点
として設置され、ものづくり技術に関する研究成果を地域産業等に提供するとともに、高度専門技術者の育成
を通じて、地域産業等の発展及び岩手の基幹的産業の高度化を図ることを目的に活動を行っている。
ものづくり技術研究センターのこれまでの経験を活かして、地域のニーズに対応した金型・鋳造・生産技術

分野の研究開発、高度専門技術者の育成、地域企業等への研究成果の提供に関して、いずれも当初掲げていた
目標を上回る実績を達成することができた。この流れを加速するとともに、第四次産業革命に対応できるもの
づくり技術を確立するための複合領域における研究の推進と、それを有効に活用して新産業の創出を担うこと
ができる高度な人材の育成を目指したい。

活動内容今後の取組
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三 陸 復 興 部 門 地 域 創 生 部 門 生 涯 学 習 部 門 三 陸 水 産
教 育 研 究 部 門

平 泉 文 化
教 育 研 究 部 門

地 域 防 災
教 育 研 究 部 門

ものづくり技術
教 育 研 究 部 門

実 践 領 域 教育研究領域
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岩手大学では、平成23年 3月11日の東日本大震災発災直後から三陸地域の復旧・復興に向けて全学一丸となっ
て取組むとともに、発災から約半年後の平成23年10月に「三陸復興推進本部」を設置し、さらに平成24年 4月に
は三陸復興推進本部を発展的に改組して「三陸復興推進機構」を発足させた。三陸復興推進本部と三陸復興推進機
構で取組まれてきた学習支援、心のケア、被災動物支援、地域コミュニティ再建支援、ものづくり産業復興、農地
復興、園芸振興などの活動は、平成28年 4月に発足した「三陸復興・地域創生推進機構三陸復興部門」に引き継が
れ、これまで学術、地域貢献、人材養成のそれぞれの分野で成果を上げてきた。
大震災発災から9年が経過し、地域ニーズが変化していることやこれまでの活動成果を地域の持続的発展に活か

す取組に移行する段階にきていること等を踏まえ、三陸の復興と地域創生のために地域と連携して取組む活動につ
いて、地域における自立的、持続的な活動につなげることを目的に支援する「地域創生モデル構築活動支援経費」
を令和 2年度に創設した。
この支援経費で採択された活動を通じて、三陸の復興と地域の持続的発展に向けた「新たな地域創生モデル」を

構築し、その知見を大学院総合科学研究科や学部に還元して地域創生型人材の育成を推進することとしている。

採択課題一覧

№ 研究代表者 採択課題

1 農学部 真　坂　一　彦 いわての漆産業の発展に資する生漆生産技術の高度化

2 農学部 松　嶋　卯　月 農業者と大学人が交流するWebセミナーの仕組み作りと
それを活用した三陸地域の農業振興

3 人文社会科学部 佐々木　　　誠 被災地における心のサポートおよび継続的な支援基盤の
構築を目的とした講演活動とカウンセリング活動の実践

4 人文社会科学部 杭　田　俊　之 地域住民の主体性醸成による地域コミュニティ支援

5 地域防災研究センター 福　留　邦　洋 防災学習施設「いのちをつなぐ未来館」を拠点とした
地域防災教育の展開に関する実践的研究

6 教育学部 菊　地　　　洋 学校安全教育プログラム「岩手モデル」の構築と
全世界への情報発信

第3部 その他の取組について

01地域創生モデル構築活動支援
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文化財の修理・修復には原則国産漆の使用が求められ、その必要量は2.2トン／年と推計され
ているが、現状の国産漆生産量は約1.4トン／年であり、増産が急務である。岩手県は二戸地域
を中心に国産漆の約 7割を生産する一大産地であり、国産漆の増産が大いに期待されている。こ

のため、A）種子充実率の向上（ウルシ林と養蜂家の蜂場との位置関係から、ウルシ種子の充実率向上が認められ
る蜂場配置の解明）、B）コンテナ育苗技術の開発（2年生苗木育成に必要となる越冬時の取り扱い、移植によるコ
ンテナのサイズアップ効果の検討）、C）ウルシ林の現存量の高精度把握（3次元レーザーによるウルシ林の高精度
な現存量の把握により、林分成長モデルを構築）、D）ウルシの食害動物の特定（ウルシの開芽から落葉まで各生育
段階に見られる食害動物、主に昆虫の種類を解明）、E）ウルシ若木からの漆液の機械的採取技術の開発（ウルシ若
木の樹皮を効率よく剝皮する機械および漆液を効率よく圧搾する装置の試作）、F）ウルシ林管理とウルシ生産の担
い手の確保（漆生産の各過程の担い手とその経営の現状と課題について把握し、林業の新たな複合経営モデルや林
業分野の6次産業化及び農林商工連携の経営モデルの構築と支援制度を提案）の6課題を設定し、効率的な苗木生
産、漆林の保全管理、漆採取技術、林業の複合経営モデルなど技術と経営の両面から基礎データを収集し、いわて
の漆産業の発展に貢献する。

活動の概要

活動内容
設定した 6課題のうち、以下の 2テーマについて紹介する。

C）ウルシ林の現存量の高精度把握
ウルシ林の現存量について、二戸市ならびに一戸町内のウルシ林を21

林分調査し、収量密度理論に基づき、上層高を指標とした直径階別出現
予測モデルの構築を試みた結果、予測モデルの精度は小径木を過大評価
する傾向があるため改善の余地はあるものの、概ね予測可能であること
が分かった。令和 3年度は 3次元による現存量調査を実施する。

E）ウルシ若木からの漆液の機械的採取技術の開発
7 月下旬および 8月下旬に伐倒した若木は、樹幹方向に沿ったケガキ

作業とスクレーパーにより容易に剝皮でき、外樹皮と内樹皮の分離も手
作業が可能であった。一方、10月上旬では手作業の剝皮は困難であった
ことから、圧搾対象となる内樹皮の収集は 9月中旬まで行うことが適切
と判断し、専用に開発した圧搾装置で若木樹皮（内樹皮）の圧搾を行い、
圧搾量に及ぼす圧搾速度と圧搾応力の基礎知見を得、内樹皮投入重量に
対して約 3割の重量の樹液回収が可能であった。令和 3年度は効率的な
圧搾を行うために大型の圧搾ジグを作製する。併せて、伐倒前の若木へ
の刺激付与の有無が伐倒後の樹液圧搾量に及ぼす影響、伐倒時期と樹液
圧搾量の関係、圧搾回収された樹液成分の特徴を調べる。

いわての漆産業の発展に資する生漆生産技術の高度化
農学部　真坂 一彦

課題１

ウルシ林の調査の様子

うるし圧搾の様子

第3部 その他の取組について
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地域農業の新しい担い手である若手農業者や新規就農者と大学の教員・学生との交流と学習の
場を、インターネットを利用して適期に開催する仕組み（Web農業セミナー）を作り上げて、
その有効性を評価する。さらにこの仕組みを活用して、農業者に栽培技術や販売・物流情報の提
供、農業者と実需者や研究者との交流などを進め、三陸沿岸地域の農業振興に貢献する。

活動の概要

活動内容
令和 2年度は三陸沿岸農業の活性化を図る目的で、「陸前高田食と農の森」のグループ形成を支援している。

同グループの定例会を、新型コロナウイルス感染対策で3月～ 6月はオンラインで、7月からは会場とオンラ
インで開催し、オンライン会議の設営などを支援した。この経験を基に、Webミーティングツールとその使い
方を習得し、学内セミナーや農業者向けの研究会などに活用した。農業者向けの研究会・セミナーの開催に当
たっては、「陸前高田食と農の森」や「岩手なつあかり研究会」が会員間の情報交換に利用するLine（前者）や
メーリングリスト（後者）あるいは同会員とのメールや口コミを通して、テーマや企画に対する要望を把握し
た。
大学の主会場とWeb会場をつないで小口物流に関する研究会を 2回開催した。 1回目の研究会では講演者

とコーディネータがオンラインで参加し、 2回目の研究会では講演者と司会が大学会場で参加した。会議進行
の中心者がどこにいるかに関わらず、両研究会を通して大学会場に集まった参加者からの発言が多く、Web参
加者の発言が少なかった。Web参加者は会場の雰囲気が分からないため、発言を控えがちだと推察された。一
方、夏イチゴの生産者を対象に開いた情報交換会も大学会場とWeb会場で開催したが、この会ではWeb参加
者から積極的な発言があった。参加者同士が周知の間柄だとWebでも議論を活発に進められることが分かった。
Web会議の進め方において貴重なヒントを得ることができた。いずれの会も生産者や実需者、流通関係者を主
な対象としたが、試験研究機関や行政普及機関からも参加者があり、限られた時間で遠出をすることなく参加
できること、事前に資料が配布されて理解を深められることなどを評価する声が寄せられた。
令和 3年度は「陸前高田食と農の森」や「岩手なつあかり研究会」の会員あるいは三陸沿岸の農業者が要望

する販売・流通関係者とのマッチングや技術・経営セミナーをWeb形式（遠方の講演者やコーディネーター、
パネラーをWebに招聘）で開催する。また主に三陸沿岸地域を対象として、農業者からの質問や相談を受け付
け、オンラインの技術指導やWeb出前講義を試みる。

農業者と大学人が交流するWebセミナーの仕組み作りと
それを活用した三陸地域の農業振興
農学部　松嶋 卯月

課題２

研究会の様子
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本活動は、三陸復興・地域創生推進機構心のケア班の活動を踏まえ、震災復興におけるPTSD
の遅発性への対応など長期的スパンが必要とされる心理的支援について、 2次予防の観点から
地域全体（集団）を対象として支援する市民講座の開催と、トラウマ症状等を呈するハイリスク
者（個人）を対象とするカウンセリング活動の 2つを行うものである。

活動の概要

活動内容

・カウンセリング活動の活動計画／方法（通年）について
令和 2年度のカウンセリング実績は岩手大学釡石サテライト内こころの相談ルームでの面接 5件であった。

カウンセリング実施の告知に関しては感染症予防の観点から積極的な活動は行わず、その影響もあり釡石での
相談実施日数は2日間（予定は10日間）となった。実施内容について、心理面接では2ケースを実施、1ケー
スは令和 2年度以前からの継続ケースであり、本年度に行った 2回の面接により問題解決となり終結した。他
の1ケースは新規面接であり、相談申込者は関東方面に在住、実家の沿岸地域に居住する親族（以下、対象者）
を心配して申し込まれたケースである。震災後、伴侶との死別や仮設住宅からの転居等により精神状態の不安
定さを主訴とするケースであった。初回面接が対象者も同席で行われたものの、継続意欲がなく中断となって
いる。残り 3回の面接（スーパーバイズ）については、新型コロナ感染症の感染拡大予防の観点からZoomを
使用し、本県および他県で活動する計 2名の心理士に対してスーパーバイズが実施された。
令和 3年度も引き続き実施するが、新型コロナ感染症の感染拡大防止に留意して行う予定である。

・市民講座について
令和 2年度は岩手県教育委員会の後援を受け、令和 3年 3月 3日（水）～ 7日（日）の 5日間で 5講座が

開催された。実施方法については、新型コロナ感染症の感染拡大防止の観点から、Zoomを使った遠隔実施に
変更された。告知に関しては、案内ちらしを作成し、対象地域の幼稚園・保育園・小学校に全戸配布し、全県
を対象とする医療福祉関係機関、教育機関、商業施設、メディア等にも配布した。加えて、Web実施への計画
変更に伴いホームページを立ち上げ、講座内容の告知と、ホームページ内専用フォームからの受付、およびメー
ルでの受付を行った。結果として、参加希望者数のべ176名、実際の参加者総数は114名（希望者の約65%）と
なった。参加者の評価は対面実施と同程度の高い評価であった。感想の自由記述では、貴重な企画であること、
開催に対する感謝、自身の課題（震災によるもの）への解決の糸口となったことなど、企画内容が参加者にとっ
て有益であることが窺われる内容が散見され、県民の震災復興に大きく貢献できた。
令和 3年度は5会場にて5人の講師による市民講座を予定とするが、対面での実施が可能な講座については、

ハイブリット（対面とTV会議システムの併用）開催を検討する。

被災地における心のサポートおよび継続的な支援基盤の
構築を目的とした講演活動とカウンセリング活動の実践
人文社会科学部　佐々木 誠

課題３

市民講座の様子（釡石、令和元年） 市民講座の様子（大船渡、令和元年）

第
3
部
　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

地域創生モデル構築活動支援｜第3部

73三陸復興・地域創生推進機構の歩み ～令和２年度岩手大学三陸復興・地域創生推進機構活動報告書～｜

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

部
　
そ
の
他
の
取
組
に
つ
い
て

3
部
3
部
3
部

第
3
第第



地域コミュニティ活性化を住民の主体性醸成に焦点を当てながら多角的視点で支援し、これま
でコミュニティ活動に積極的ではなかった人たちが参加して、共助の実践者となるための仕組み
を構築することを目的とする。金銭・モノなどの獲得・節約を求める利己的動機を利他的行動と
結びつけ、利己的満足感と同時に共助を実感する仕組みとする。

活動の概要

活動内容
地域活動の新たな担い手育成を目的とした「コミタス事業」を構想し、

企画書にまとめた。この取組は、少額の報酬を動機づけに、関心の低い
入居者を地域活動に巻き込み、新たな人材として育成する機会を創出す
るものである。
自治会等の運営支援は、役員会出席59回、情報共有会出席24回で、

これらを通じてコミタス事業のモデル実施候補団地や、各地の課題・
ニーズの詳細を把握した。具体的には次の通り。県営みどり町アパート
自治会（大船渡市）や、県営屋敷前アパート自治会（大槌町）では、新
年度の役員候補者選定が難航する反面、就労世代が少なからず入居して
いることから、コミタス事業の実施に適しているものと推察できる。一
方、入居者の高齢化が著しく、身体的制約で参加できる住民が少ない自
治会もあった。なお、県営栃ヶ沢アパート（陸前高田市）では、住民総
参加の意識が徐々に根付いていることから、新任役員の選定が比較的円
滑に行われており、あえて報酬の要素を取り入れる必要性を感じないこ
とから、実施を見送る予定である。
また、この取組の必要性を示す調査として、宮古市以南の県沿岸部に

限定した「地域の担い手に関するアンケート」（令和 2年11月 船戸義
和）を実施した。災害公営住宅自治会 6ヵ所の役員74名と、地域支援
を行う 6市町の社会福祉協議会職員76名の計150名から回答（有効回
答率97.4%）を得た。その結果、69.7%が自治会運営等について「担
い手不足」との認識を示しているものの、「担い手育成の取組を行って
いる」との回答は15.3%に留まった。さらに、63.3%は 3年後の自治
会等が「担い手不足で機能が低下する」と予想した。この調査を通じて、
地域コミュニティにおける活動の慢性的な担い手不足が明らかである一
方、自治会役員やその支援者は、担い手育成の取組を十分実施できてい
ないことが浮き彫りとなった。したがって、新たな手法による担い手育
成の取組である「コミタス事業」は、地域創生モデル構築の一助となる
と考えられる。なお、本調査結果は報告書としてまとめ、行政・社会福
祉協議会等に提供したほか、テレビ・新聞等でも報道された。
令和 3年度は、復興庁「心の復興事業」で実施する自治会等の運営支

援・行事開催支援を行いながら、 1～ 2ヵ所でコミタス事業をのモデ
ル実施し、効果及び地域への影響を把握する。

地域住民の主体性醸成による地域コミュニティ支援
人文社会科学部　杭田 俊之

三陸復興・地域創生推進機構　船戸 義和

課題４

地域の担い手に関するアンケート 報告書

令和2年12月11日　岩手日報社会面（31面）
自治会役員確保に苦心
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震災発災から10年近く経過し、震災の記憶の風化や関心の希薄が懸念されていることを受け、
今後、釡石での震災の教訓を伝える特徴ある取組とともに防災教育の普及活動を充実させるた
め、防災学習施設「いのちをつなぐ未来館」で行う震災伝承活動に関する中期目標等ロードマッ
プの設定及び適正な評価方法、更には、その活動・運用に関わる人材の育成を本活動で行うこと
により、大震災後の新しい地域防災教育のあり方について検討する。

活動の概要

活動内容
感染症の拡大により、釡石市内の防災学習施設も一定期間の休館、その後も来館者の大幅な減少などの制約

があったものの、釡石市役所とは打ち合わせ（1か月に約 1回の頻度）、情報共有を重ね、実施可能なこととし
て、1の「防災教育の充実・発信」、特に小・中学生を主対象とした防災教育のワークブックづくりに着手した。
この作業には本学教育学部加藤孔子特命教授（元釡石小学校校長）の賛同、協力を得ながら進めることになっ
た。
1．加藤特命教授とは数回の打ち合わせを行い、プログラムのアウトプット（ワークブック）のイメージ共

有を進め、 2．岩手大学関係者（教員、大学院生、教職大学院生、学部生）と防災学習施設「いのちをつなぐ
未来館」スタッフによるワーキンググループの立ち上げ、 3．ワーキングメンバーにおける内容構成に関する
会議の実施、4．メンバーによる分担執筆（含防災学習施設の見学、展示内容の調査）、5．各原稿の相互チェ
ック、意見交換、 6．調整・再執筆を経てワークブック試行版を作成するに至った（図 1、図 2）。

令和 3年度は、令和 2年度に作成したワークブック試行版を実際に防災学習施設「いのちをつなぐ未来館」
で展示解説等と連動する形で使用してもらい、同施設を訪問した小・中学生がワークブックを活用できるか、
ワークブックにより防災教育の学習効果につながっているか検証を行う（ヒアリング、アンケート等の実施を
検討）。この作業からワークブック試行版の課題を整理し、小・中学生が限られた訪問時間の中で使いこなせる
ように改良を行う。
また、震災に関する伝承の仕組み・体制や伝承活動の実態について防災学習施設のスタッフや釡石市役所（震

災検証室等）関係者から情報収集、意見交換等を行い、ワークブックなどを活用した防災教育プログラムとの
連携、関係の整理を進め、持続可能な地域防災教育に関する運営体制の構築について検討を行う。

防災学習施設「いのちをつなぐ未来館」を拠点とした
地域防災教育の展開に関する実践的研究
地域防災研究センター　福留 邦洋

課題５

図２図１
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岩手大学教育学部を中心とした本グループは、三陸復興・地域創生推進機構の学習支援班の流
れを受け継ぎ、これまでの教育支援の実践を踏まえつつ、支援だけに終わらない創造的な実践モ
デルの構築と科学的研究成果の発信を行うものである。

学校の教育活動における事故や事件や自然災害等が発生しており、安全・安心な環境構築が重要となっているこ
とを踏まえ、学校安全に関する科目のモデルを構築し、構築したモデルならびに研究成果は、釡石市、大槌町、盛
岡市、県教育委員会と連携し、東日本大震災という数百年に一度の被災を経験した県における「学校安全の岩手モ
デル」として確立し、教育現場に引き継がれるものとする。

活動の概要

活動内容
研究メンバーのこれまでの研究や実践活動をベースとしつつ、研究会をリモートで開催する中で、学校安全、

安全教育、安全管理、安全連携の3つ領域について、学校安全を遂行するための「科学の力」、「学校の力」、「地
域の力」の3つの力をいかに連携させ、活用・発揮させていくかという研究の基本的枠組みについて検討し、ま
た、研究メンバーから釡石小学校、本寺中学校（一関市）、釡石東中学校における取組等の報告を元に意見交換
した。この研究会を通じて、次年度の取組の方向性を「科学の力」、「学校の力」、「地域の力」の 3つの力を掘
り下げ、①「科学の力」の探求および応用における大学の使命の明確化（地域創生の理論化）、②東日本大震災
他の災害における事前の備え、災害対応、今後の備え、の特筆すべき事例を発信（地域創生のモデル事例）、③
タイムラインなど、多様な災害における時間と空間を軸とする防災教育や災害研究のワークショップ向けの教
材開発（地域創生のモデル教材）とした。
令和 3年度は、昨年度の調査の補充と、事例研究をもとにした、沿岸の釡石市、大槌町、内陸の盛岡市、県

教育委員会と連携し、主として災害安全に重点を置く、学校安全における岩手モデルとして、上記地域をフィー
ルドとした 3つの教材を完成させ、それぞれの自治体（教育委員会）における教材化（パッケージ化）につな
げ、社会実装化を目指す。
その上で、最終的には、多言語に翻訳して、世界が注目する地域創生モデルとして全世界に情報発信してい

く。
図 1は、麦倉哲教授が示した学校を中心にみた「3つの力」の連携図、図 2は研究会の際に発表された加藤

孔子特命教授の「大津波を生き抜いた子ども達から学ぶ～釡石市立釡石小学校の例～」

学校安全教育プログラム「岩手モデル」の構築と
全世界への情報発信
代表者　教育学部　菊地 洋

課題６

図２　当日の子ども達の避難ルート例図１　地域防災の3つの力
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02岩手大学防災・地域創生シンポジウム
～大規模災害からの復興、防災そして地域創生へ～

岩手大学は、（一社）国立大学協会等の共催により、自治体関係者、一般市民等を対象として、「岩手大学防災・
地域創生シンポジウム　～大規模災害からの復興、防災そして地域創生へ～」と題した防災・日本再生シンポジウ
ムを令和 2年11月 4日に開催した。
本シンポジウムは、東日本大震災から間もなく10年を迎える今、「『岩手の復興と再生に』オール岩大パワーを」

をスローガンに全学を挙げて取組んできた本学の東日本大震災からの復興支援活動を総括するとともに、地域全体
の防災・減災に対する理解を深め、地域の未来を拓く新たな価値を共創していくことを目的としたものである。
新型コロナウイルス感染症への対応として、会場への来場のほかWEB参加により、岩手県内はもちろん、愛知

県など遠方からも多数ご参加いただき、市民、自治体、産業界、高校・大学から、約80名が参加した。
特別講演では、福島大学特任教授で福島イノベーション・コースト構想推進機構理事の小沢喜仁氏から福島県を

例にした地域の復興・地域創生に向けた復興支援の取組についてご紹介いただき、岩手医科大学災害時地域医療支
援教育センター長・教授の眞瀬智彦氏からは大規模災害時の医療活動等の取組などをご紹介いただいた。
事例紹介では、本学の各組織、学生が取組んでいるこれまでの復興支援や防災・減災に向けた取組について、そ

の成果等を紹介した。
その後のパネルディスカッションでは、特別講演、事例紹介の話題をもとに、大規模地震等に対する施設・体制

の備えだけではなく意識的な備えの重要性、大規模災害・感染症ともに事前に得た正確な科学的知識をもとに「正
しく恐れる」意識の重要性などについて広く意見交換が行われ、防災・減災に備えた持続可能な地域社会の姿を参
加者とともに共有した。
参加者からは、様々な立場からの防災に関する取組と課題について詳しく知ることができた等の感想の他、東日

本大震災で得た教訓を生かし地域の在り方につなぐために様々な取組を続けてこられたことを再認識したなどの意
見、感想を多数いただき、新たな地域社会つくるヒントを多くの方々と共有する機会となった。

パネルディスカッションの様子事例発表の様子：学内カンパニー
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03アドバイザリーボード会議

令和 2年11月 4日（水）、ホテルメトロポリタン盛岡本館において、第 4回三陸復興・地域創生推進機構アドバ
イザリーボード会議（委員長：福島大学　小沢喜仁 特任教授）を開催し、三陸復興・地域創生推進機構のこれまで
の取組や本年10月に同機構の改組により設置された研究支援・産学連携センター及び地域社会教育推進室の今後の
取組について、委員の皆さまからご意見をいただいた。
小沢委員長よりアドバイザリーボード会議で出された意見等をまとめた、外部評価報告書をご提出いただいた。
報告書には、これまでの三陸復興、地域創生の取組を踏まえ、岩手大学が地域の知の拠点として、人材養成や産

学連携分野の活動をどのように取組んでいくかが課題であること、また、研究支援・産学連携センター及び地域社
会教育推進室の取組を通じて、地域の大学ならではの地域創生、地域貢献の取組を広く発信することを期待する、
とあり、今後の取組を考える上で、重要な視点をお示しいただいた。
評価報告書の詳細は下記ホームページに記載。

岩手大学三陸復興・地域創生推進機構アドバイザリーボード委員 名簿 令和 2年11月 4日

所　属 職　名 氏　名 備　考

委員長 福島大学 特任教授 小　沢　喜　仁

外　部
有識者

釡石市 市　長 野　田　武　則 代理出席　副市長
窪　田　優　一

岩手県ふるさと振興部 部　長 佐々木　　　淳

岩手県立
生涯学習推進センター 所　長 久　慈　　　孝

岩手県中小企業家同友会 代表理事 田　村　　　満 欠　席

株式会社岩手日報社 取締役広告事業局長 作　山　　　充

特定非営利活動法人
イコールネット仙台 代表理事 宗　片　恵美子

地方独立行政法人
岩手県工業技術センター 理　事 小　浜　恵　子

アド バ イザ リーボ ード 会議の様子

外部評価報告書
について
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04今後の展開

岩手大学では、今般、担当理事及び副学長の下、教育研究施設を機動的に運営するため、組織の見直しを行い、
研究推進機構、三陸復興・地域創生推進機構を改組し、10月 1日より研究支援・産学連携センター及び地域社会教
育推進室を設置した。
今後は、旧研究推進機構が取組んできた「知的財産の管理・活用」、「学内の研究支援」、さらには、旧三陸復興・

地域創生推進機構の「三陸復興支援」や「産学官連携」を含む地域創生に関する取組は研究支援・産学連携センター
が担当する。
なお、これまで旧三陸復興・地域創生推進機構生涯学習部門が担当してきた「公開講座」や「社会人学び直しプ

ログラム」など生涯学習に関する取組は、地域社会教育推進室がその業務を担う。

地域創生部門

三陸復興・地域創生推進機構

地域社会教育推進室

三陸水産研究センター

平泉文化研究センター

地域防災研究センター

ものづくり技術研究センター

三陸復興部門

研究推進機構

研究支援・産学連携センター

生涯学習部門

三陸水産教育研究部門

平泉文化教育研究部門

地域防災教育研究部門

ものづくり技術教育研究部門

研究支援・産学連携センター及び地域社会教育推進室
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○業務

Ⅰ　研究戦略の企画立案の支援

Ⅱ　研究、産学連携及び地域連携の支援

Ⅲ　法令に定めのある研究活動の支援
　　（研究倫理・生命倫理、輸出管理など）

Ⅳ　研究用施設、設備及び分析機器の管理運用

Ⅴ　知的財産の管理及び活用

Ⅵ　大学発ベンチャーの創出と育成

Ⅶ　盛岡市産学官連携研究センターの管理運営

Ⅷ　その他必要な業務

役員会、経営協議会

理事（研究・産学連携・地域創生担当）

研究支援・産学連携センター長

理事室

大学運営方針決定
中期目標・中期計画
ビジョン2030など

　大学運営方針を理事自ら先頭に立ち具現化
研究及び地域貢献での岩手大学の特色を創るセンター

○構成　センター長、副センター長、専任教員、特任教員
　　　　特任研究員、特任専門職員、兼務教員、センター職員

○ユニット&チーム（専門集団）

※研究IR、プレアワード、ポストアワード担当
URAユニット

※分析機器管理・活用担当
研究基盤管理・機器分析ユニット

※知財管理・活用担当
知的財産ユニット

※三陸復興・地域創生担当
復興・地域創生ユニット

※産学連携推進担当
産学連携チーム

　研究支援・産学連携センターは、岩手大学の研究目標と社会貢献目標に基づき、本学の特色あ
る研究の推進及び支援並びに学術研究の基盤強化を図るとともに、本学の教育研究成果及び知的
資産の地域への普及・還元を通じ、地域創生に寄与することを目的とする。

•研究・産学連携・地域創生担当理事が自ら統括するセンター
•研究支援から産学連携・地域創生までのワンストップ窓口
•機動性と安定性の両面を取り入れた組織体制

研究支援・産学連携センターについて

目 的

特 徴

体 制

研究支援・産学連携センター長

水野 雅裕
研究支援・産学連携センターHP

研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて研究支援・産学連携センターについて
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　固定スタッフが必要な業務については、ユニット制を導入し、各ユニットの担当が専門的な業務に取組むことで
業務の安定化を図る。

本センターにおける特徴の一つがURA（University Research Administrator）の活動を強化したことである。
本学のURAは、研究者が集中して効果的に研究活動を行えるよう、研究環境整備や研究活動支援、産学連携活動な
ど総合的にサポートすることをミッションとする。

岩手大学研究支援・産学連携センターにおけるURA活動
研究及び地域貢献で岩手大学の特色を創りだす

ポストアワード活動
●各種契約、予算管理
●組織体組織の本格型共
同研究、大型プロジェ
クトのマネジメント支
援

プロジェクト支援

●広報活動支援
●大学発ベンチャーの育
成、支援
●アントレプレナー教育
●インキュベーション環
境整備

成果の普及、
社会実装支援

●研究力調査、
　分析、提供

研究IR

●研究者交流会、
　各種事業説明会
●研究室訪問

研究者ニーズの収集

●多様なステークホル
ダーとの情報交換

産業界、地域、
社会ニーズ

●知的財産管理機能の強化による戦略的な権利取得、保護、活用
●地域の知の拠点を意識した技術移転、大学発ベンチャー等の新事業創出も積極的に推進

知的財産の戦略的な権利取得・保護・活用

●重点支援研究プロジェ
クト選定

●戦略的産学連携体制の
整備

●学内研究支援経費事業
設計

研究戦略、
重点支援プロジェクト、
研究基盤の整備

プレアワード活動
●競争的資金等の外部資金獲得
支援、公募情報取集、学内外
渉外活動、申請書作成支援
●シーズ育成のための学内支援
経費

資金等外部リソース
獲得支援

●INS、リエゾン-Ⅰ等の産学官金ネットワーク　●連携、協
力機関担当者との情報交換　●連携協定自治体からの共同研
究員　●産学官連携コーディネート活動

産業界・地域との連携活動

ユニット・チームについて

本学のURA活動

　URAユニットでは、岩手大学の強み・特色となる学術研究や異分野融合研究等を推進
するため、科学研究費助成事業の獲得及び産学官連携に係る総合的な研究支援を行う。URAユニット

　研究基盤管理・機器分析ユニットでは、動物実験管理、遺伝子組換え生物等実験管
理、病原体等管理及び安全保障輸出管理等の研究基盤の管理、分析機器の活用による
研究支援及び分析機器の外部利用支援等を行う。

研究基盤管理・
機器分析ユニット

　知的財産ユニットでは、知的財産の管理・活用等を行う。知的財産ユニット

　復興・地域創生ユニットは地域創生モデル構築事業支援や復興庁「心の復興事業」
による地域コミュニティへの支援等を行う。

復興・地域創生
ユニット

　産学連携チームは民間企業や自治体等と岩手大学を結ぶ窓口として、産学官連携の
推進、金融機関を含む産学官民金ネットワークの構築、学内研究シーズと地域のニー
ズとのマッチングなどを行う。

産学連携チーム
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○業務

　地域社会における高等教育の享受のための機会の拡大、生涯学習に資する機会と
学術情報の提供
・社会教育士（現：社会教育主事）養成講座の開講（他県と合同実施）

・社会人の「学び直し」講座の開講（生涯学習士養成講座、観光人材育成講座等）
・各部局主催の社会人学び直しプログラム、公開講座への支援
・地域からの要請に基づく学習機会提供のためのコーディネート

○構成　室長、専任教員、特任教員、特任研究員、特任専門職員、兼務教員、その他の職員

役員会、経営協議会

副学長（兼）（総合科学研究科・生涯学習担当）

地域社会教育推進室長

大学運営方針決定
中期目標・中期計画、ビジョン2030など

　大学運営方針を副学長が先頭に立ち具現化
研究への学習機会の提供等により岩手大学の地域貢献を実現

　岩手大学の社会貢献目標に基づき、教育研究の成果の社会的な還元を基本に、地域社会の文化
の向上と国際社会の発展に資することを目的とする。

•副学長（生涯学習担当）が自ら先頭に立ち、岩手大学の社会貢献目標を具現化
•地域の「学びたい」に応える機動性のある組織体制
　（少数精鋭のスタッフ配置で地域の学習意欲把握と学内リソースのマッチング）

地域社会教育推進室について

目 的

特 徴

体 制

地域社会教育推進室長

比屋根 哲
地域社会教育推進室HP

地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について地域社会教育推進室について

82 ｜岩手の“大地”と“ひと”と共に



　地域住民（若者、高齢者、女性、外国人など）のニーズの多様化・高度化に対応した環境整備とともに、地域の
課題に対応できる人材育成プログラムの開発を行っています。特に、女性の社会参加・仕事への復帰が注目されて
いるなか、ライフステージに応じた学ぶ機会の充実化を図りながら生涯学習プログラムの質保証を目指したアカデ
ミックプログラムの開発に取組んでいる。
　また、地域のコミュニティセンターと差別化された生涯学習プログラムの充実化をとおして、大学の地域住民や
企業の身近な学びの場としての機能を強化する。

　地域課題や需要に合わせて、「語学・文学」、「芸術」、「スポーツ」、「農学」、「工学」等幅広い分野の講座を提供し
ている。大学構内での講義やフィールドワークなどを通して生涯を通して学び続ける楽しみを提供している。

　岩手大学では地域の社会教育の担い手となる専門的職員（社会教育主事）の養成を行っている。当事業は、北東
北の岩手県・秋田県・青森県の学習者を対象に岩手大学、秋田大学、弘前大学が持ち回りで主催校となり、社会教
育主事講習を開講している。
　社会教育主事は、専門的職員として社会教育を行う者に対する助言や指導に当たる役割を担うことになる。なお、
当養成講習では、「生涯学習概論」、「社会教育計画」、「社会教育演習」、「社会教育特講」の 4科目を開講し、社会
教育主事としての専門的知識・機能習得を目指している。

　岩手大学は地域に開かれた芸術文化の学びの場として役割を果たしてきた。さらに地域住民のニーズを反映した
学びの場としての機能を拡充するためにアートフォーラムでは、岩手大学の美術関連施設などを活用したアートス
クール、指導者研修会、美術茶話などのプログラムの実施をとおして地域の芸術文化の活性化や地域の芸術活動を
支援している。

1 ．社会人学び直しプログラム

2．公開講座

3．社会教育主事講習

4．アートフォーラム
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著者名 論文題目 学協会誌の名称 巻・号・ページ 掲載年月日 発行機関

●三陸水産教育研究部門

後藤 友明・髙梨 愛梨 三陸沿岸におけるタヌキメバルSebastes zonatus
の年齢，成長および成熟特性 水産海洋研究 84・2・

100-109 2020/5/25 水産海洋学会

Huamao Wei, Yuanyong Tian, 
Yumeng Lin, Hayato Maeda, 
Tetsuro Yamashita, Kefeng Yu, 
Koichi Takaki, Chunhong Yuan

Condition-dependent adenosine 
monophosphate decomposition pathways in 
striated adductor muscle from Japanese 
scallop (Patinopecten yessoensis)

J. Food Science 85（5），
pp.1462-1469 2020/4/29 IFT

Md. Golam Rasul, 
Chunhong Yuan, 
A. K. M. Azad Shah

Chemical and Microbiological Hazards of 
Dried Fishes in Bangladesh: A Food Safety 
Concern

Food and 
Nutrition 
Sciences, 

2020, 11, 
523-539 2020/6/17

Scientifi c 
Research 
Publishing Inc.

●地域防災教育研究部門

Imai Kentaro, Okada Shinsuke, 
Takahashi Narumi, 
Yuichi Ebina, Tsuji Yoshinobu

Fault Model of the 1804 Kisakata 
Earthquake (Akita, Japan)

Seismological 
Research Letters 91, 2674-2684 July, 2020

Seismological 
Society of 
America

麦倉 哲 災害犠牲死から何を教訓として伝承するのか
－東日本大震災犠牲死のケースから－ 日本都市学会年報 53・285-294 2020年5月 日本都市学会

福田 佑子、麦倉 哲 地域住民が担う避難所の感染対策の課題
－東日本大震災避難所運営検証調査から－ 日本都市学会年報 53・315-323 2020年5月 日本都市学会

渡邉 正一・森下 淳・井良沢 道也・
江川 千洋・島 健・村松 広久・
大橋 広治・中野 雅章・
中村 ゆかり・中村 美夫

大源太川第1号砂防堰堤の老朽化調査に基づく
補強対策工の基本設計 砂防学会誌 Vol.73, No.1， 

p.25-31 2020年5月 砂防学会

澤 陽之・小川 紀一朗・井良沢 道也 ：新潟県万内川・日影沢および鎌倉沢川における
歴史的砂防施設の建設経緯と技術的特徴 砂防学会誌 Vol.73, No.2, 

p.14-23 2020年7月 砂防学会

山本 英和、齊藤 剛
詳細震度分布と簡易微動アレイ探査による平均S波
速度との関係－岩手県大船渡市における2003年宮
城県沖の地震によるアンケート震度調査に基づいて－

物理探査 73・149-167 2020年８月 公益社団法人物理
探査学会

●ものづくり技術教育研究部門

藤島 晋平、鹿毛 秀彦、
小綿 利憲、平塚 貞人

高マンガン含有球状黒鉛鋳鉄の機械的性質に
及ぼす球状化剤中のREの影響 鋳造工学 92・3・

138-143 2020/3/10 日本鋳造工学会

細川 光、及川 敬一、
小綿 利憲、平塚 貞人

高CE値をもつ南部鉄器製造溶湯へのSb、Mn添加
による機械部品製造技術の開発 鋳造工学 92・9・

487-491 2020/9/10 日本鋳造工学会

Y. Takemoto, M. Mizumoto and 
K. Kinno Internal Porosity Defects in Ductile Cast Iron Int. J. 

Metalcasting in press Metalcasting

K. Yasuda, T. Ohkubo, 
O. Takeda, S. Natsui, and 
H. Sekimoto

Activity Report on Information-Gathering of 
Database Literatures for Molten Salts Electrochemistry 88・4・

243-252 2020/4/1 電気化学会

関本 英弘，菅原 智裕，福 和寿 スルファミン酸浴中での電解による低品位銅合金
の精製 銅と銅合金 59・1・

336-342 2020/1/1 日本銅学会

H. Sekimoto, S. Sugawara, 
J. Nosaka

Eff ect of Aqueous Antimony Species on 
Corrosion of Pb-Sn-Ca Alloy in Copper 
Electrowinning

Materials 
Transactions

61・8・
1629-1637 2020/8/1 日本金属学会

Sung-Hyung Lee, 
Hitoshi Yashiro, 
Song-Zhu Kure-Chu,

Fabrication of Micro Conductor Pattern on 
Polymer Material by Laser Induced Surface 
Activation Technology

Korean Journal of 
Materials 
Research

30・7・
327-332 2020/7/27

Materials 
Research 
Society of Korea

Sung-Hyung Lee, 
Hitoshi Yashiro, 
Song-Zhu Kure-Chu

Improvement of joining strength between 
aluminum alloy and polymer by two-step 
anodization

Journal of the 
Korean institute 
of surface 
engineering

53・4・
144-152 2020/8/31

The Korean 
Institute of 
Surface 
Engineering
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著者名 論文題目 学協会誌の名称 巻・号・ページ 掲載年月日 発行機関

Fukushi, K., Maruyama, H., 
Shibasaki, Y., Fujimori, A.

Polyguanamine Derivative-Based 
Supramolecular Assemblies with Multiple 
Hydrogen Bonding and Their Metal-
Scavenging Abilities

Langmuir 36（14）
3770-3781 2020/4

Shibasaki, Y., Sasahara, R., 
Hoshino, Y., Tsukamoto, T., 
Suzuki, E., Oishi, Y.

Reactivity-controlled synthesis of A2 + B3 
type soluble hyperbranched polymers from 
aromatic diamines and cyanuryl chloride via 
a coupled monomer method

Materials Today 
Communications 24 2020/5

Shibasaki, Y., Hatusgai, S., 
Tsukamoto, T., Oishi, Y.

Synthesis of poly(Thymol) via oxidative 
coupling polymerization

Journal of 
Photopolymer 
Science and 
Technology

33（3）
301-306 2020/6

Yuto Nakagawa, 
Kaede Watahiki, Rei Okano, 
Eiichi Satou, Yuji Shibasaki, 
Atsuhiro Fujimori

Structure/function correlation of thixotropic 
additives based on three leaf-like triamide 
derivatives containing three alkyl-chains

Colloids and 
Surfaces A: 
Physicochemical 
and Engineering 
Aspects

575　27-41 2020/8

Vairavel Mathayan, 
Marcos V. Moro,Kenji Morita, 
Bun Tsuchiya,Rongbin Ye, 
Mamoru Baba, and 
Daniel Primetzhofer

In-operando observation of Li depth 
distribution and Li transport in thin fi lm Li ion 
batteries

Applied Physics 
Letters

117（23902）
1-5 2020/7

K.Morita, B.Tsuchiya, R.Ye, 
H.Tsuchida, T. Majima

In-situ total Li depth profi ling of solid state Li 
ion batteries under charging and discharging 
by means of transmission elastic recoil 
detection analysis with 5 MeV He2+ ions

Nuclear 
Instruments and 
Methods in 
Physics Research 
Section B: Beam 
Interactions with 
Materials and 
Atoms

479
249-253 2020/9

Kikukatsu Ito, Takafumi Ogata, 
Takanari Seito, Yui Umekawa, 
Yusuke Kakizaki, Hiroshi 
Osada, Anthony L. Moore

Degradation of mitochondrial alternative 
oxidase in the appendices of Arum 
maculatum

Biochemical 
Journal

477（17）， 
3417-3431 2020/9

Naoki Honma, Kentaro Murata Correlation in MIMO Antennas MDPI Electronics 9（4）
651-651 2020/4

Nobuyasu Takemura, Naoki 
Honma, Atsuto Kawagoe

Improvement of Interference Suppression 
Performance Using Antenna Selection of 
Mobile Terminal for Full-Duplex 4 x 4 MIMO 
System

IEEE Trans. 
Antennas and 
Propagat.

68（6）
4186-4195 2020/6

松波 麻耶 岩手大学農学部の作物学実験「イネ科作物の環境
応答－土壌水分とイネ科作物－」の紹介 根の研究 29（2）

57-61 2020/4

Masuya, Y., Kumagai, E., 
Matsunami, M., Shimono, H.

Dry matter partitioning to leaves 
diff erentiates African and Asian rice 
genotypes exposed to elevated CO2

Journal of 
Agronomy and 
Crop Science

DOI: 10.1111/
jac.12445 2020/9

著者名 著書名・掲載誌名 巻・号・ページ 発行年月日 出版社

●平泉文化教育研究部門

菅野 成寛　監修・編 『平泉の仏教史』 平泉の文化史２ 2020/7/10 吉川弘文館

劉 海宇 『平泉の仏教史』 55-68 2020/7/10 吉川弘文館

徳留 大輔 『アジア遊学』
景徳鎮青花瓷器の登場－その生産と流通 256・186-199 2020/6/28 勉誠出版
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講演会等の名称 講演題目 氏名 実施日
（複数回の場合は期間） 実施場所 主催機関 対象 備考

（参加者数など）

●地域創生部門

地域イノベーション・エコシ
ステム形成プログラム事業プ
ロデューサー会議

事業計画、進捗状況、
実績など

藤代理事、
水野機構長、
今井部門長他

2020/4/24
2021/2/26 本学地連棟他 三陸復興・地域

創生推進機構 委員 4/24、6/26、
8/3、9/4

地域イノベーション・エコシ
ステム形成プログラム運営・
開発会議

事業計画、進捗状況、
実績など

藤代理事、
水野機構長、
今井部門長他

2020/5/15
2021/3/10 本学地連棟他 三陸復興・地域

創生推進機構 委員 5/15、7/13、
8/3、9/11

盛岡市・岩手大学連携推進
協議会

水野機構長、
今井部門長他

2020/5/25
2020/11/25 コラボMIU 盛岡市、

岩手大学 協議会構成員 第１回
（書面会議）

リエゾン-Ⅰ会議 事業計画等 水野機構長、
今井部門長他

2020/6/19
2020/10/30 コラボMIU いわて産学連携

推進協議会 会員 第１回
（6/19）

赴任教員との意見交換会 機構概要紹介 水野機構長、
今井部門長他 2020/8/27 図書館 三陸復興・地域

創生推進機構 教員 34名

産学官連携に関する
情報交換会 業務紹介 水野機構長、

今井部門長他 2020/7/20 エスポワール
いわて

岩手県科学・情
報政策室

岩手大学、
岩手県立大
学、岩手医科
大学、いわて
産業振興セン
ター、
岩手県工業技
術センター、
岩手県

39名

NEXT STEP工房オンライン
説明会

NEXT STEP工房活動団
体紹介 五味 壮平、今井 潤 他 2020/5/26

2020/5/29 オンライン NEXT STEP
工房班 学生

5/56（20名）、
5/29（10数
名）

釡石・大槌地域産業育成セン
ター理事会 受託事業の実績報告 今井部門長 2020/6/4

釡石・大槌地
域産業育成セ
ンター

釡石・大槌地域
産業育成セン
ター

理事

東北7県国立大学連絡会合 今井 潤 2020/7/3 web会議

いわてまるごと科学館実行委
員会 今井 潤 2020/9/10 エスポワール

いわて

いわてまるごと
科学館実行委員
会

委員

イノベーションジャパン オンライン展示
藤代 博之
理工学部　関本 英弘、
佐々木 誠

2020/9/28-
11/30 オンライン JST,NEDO 一般

岩手県社会福祉協議会 
令和2年度ファシリテーショ
ン研修会

ファシリテーション研修
会（全3回） 船戸 義和 2020/7/20

2020/9/25
ふれあいラン
ド岩手

岩手県社会福祉
協議会

生活支援相談
員等

参加延69名、
計3回

▲共同研究員

地域課題演習Ａ講師 派遣元自治体状況紹介
等

上條 雄喜、工藤 啓、
佐々木 千里

2019/9/29
2020/9/30

学生センター
B棟 教育推進機構 学生 約20名

著者名 著書名・掲載誌名 巻・号・ページ 発行年月日 出版社

●地域防災教育研究部門

井良沢 道也 砂防の観測の現場を訪ねて～土砂災害を知るための観測～，
分担執筆 p87-94 2020年7月 砂防学会

井良沢 道也 砂防の観測の現場を訪ねて
～土砂災害を知るための観測～，分担執筆

分担執筆, 
p87-94 2020年7月 砂防学会

03 学会発表・各種講演・報告等
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講演会等の名称 講演題目 氏名 実施日
（複数回の場合は期間） 実施場所 主催機関 対象 備考

（参加者数など）

●生涯学習部門

いわて生涯学習士育成講座 2020/10/8
2020/11/18

コラボMIU
ほか

岩手大学三陸復
興・地域創生推
進機構生涯学習
部門

一般（生涯学
習活動関係）

34名受講／
5名修了

●三陸水産教育研究部門

浙江大学2020Summer 
Online Lecture Series:
Digital Agricultural and 
Future Food

Recent Freshness 
Presevation 
Technology of Fish 
and Shellfi sh from 
Catch to Consumption 
in Japan

袁 春紅 2020/8/21 Online 浙江大学 大学生 約30名、
１時間講演

●平泉文化教育研究部門

平泉9条の会　講師 『中尊寺供養願文』の「平
等」供養と「征戦」 菅野 成寛 2020/9/27 平泉文化遺産

センター 平泉9条の会 会員・一般市
民 約40名

相原館長のツキイチ講座 考古学（文献と遺跡・遺
物）からみた「平泉文化」 相原 康二 2020/9/8 えさし郷土文

化館
えさし郷土文化
館 一般 参加者28名

文学史講座 近世の他誌に表れた奥州
藤原氏 相原 康二 2020/8/20・

2020/9/24 江刺図書館
江刺図書館／
えさし郷土文化
館共催事業

一般
参加者
8月25名
9月26名

岩手県立大学非常勤講師 「平泉の文化遺産」を通
して地域文化を考える 相原 康二 2020/9月～ 岩手県立大学 岩手県立大学 大学生

平泉内の奥大道を歩く 町内の初期奥大道 八重樫 忠郎 2020/6/20 中尊寺境内毛
越寺境内 八重樫 忠郎 奥州市ガイド

の会 15名

一関ふるさと学習院 遺跡からみた奥州藤原氏
の世界 八重樫 忠郎 2020/7/29 一関文化セン

ター 一関文化会議所 一関市民 45名

平泉学リモートセミナー 都市平泉のシンボリズム 伊藤 博幸 2020/6/28 岩大北桐ホー
ル

岩手大学・岩手
県・岩手県教育
委員会

一般
岩手大学学生

●地域防災教育研究部門

JpGU-AGU Joint Meeting 
2020

GISを用いた沈み込む海
洋プレートの形状解析 岡田 真介 2020/7/12 オンラインポ

スター

Japan 
Geoscience 
Union, 
American 
Geophysical 
Union

地域社会学会第45回大会

岩手県大槌町における被
災者の生活課題の変遷と
背景要因－災害公営住
宅入居者への質問紙調査
の結果を中心に

麦倉 哲 2020/8/22 地域社会学会
ネット大会 地域社会学会 学会員

50名（発表
者：野坂 真・
麦倉 哲）

地域社会学会第45回大会
組織の中の死――災害
犠牲死者遺族が求める家
族の最期

麦倉 哲 2020/8/22 地域社会学会
ネット大会 地域社会学会 学会員 50名（発表

者：麦倉 哲）

2020岩手県自治研究集会 データでみる震災復興…
大槌町8年間の調査から 麦倉 哲 2020/7/18 岩手県公会堂

第15回地方自治
研究全国集会共
同実行委員会

一般 50名（発表
者：麦倉 哲）

盛岡市図書館利用者協議会 麦倉 哲 2020/8/7
2021/2/17

盛岡市立図書
館

岩手県盛岡市立
図書館 岩手県盛岡市 各回事務局含

め30名

心の復興サロン・大震災を語
り継ぐ会 麦倉 哲 2020/07/28

2021/3/25

大槌町屋敷前
公営住宅集会
所、吉里吉里
公民館ほか

復興庁心の復興
事業（受託者：岩
手大学教育学部
社会学研究室）

岩手県大槌町
被災者、盛岡
市内陸避難者

のべ約2000
人

日本生体医工学会大会
結合容量電極を用いた呼
吸・心拍計測における計
測範囲の検討

小林 宏一郎 2020/5/25 WEB 日本生体医工学
会 学会員
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講演会等の名称 講演題目 氏名 実施日
（複数回の場合は期間） 実施場所 主催機関 対象 備考

（参加者数など）

日本生体磁気学会大会

Source depth 
estimation by MCG 
with fi rst order 
gradiometer

小林 宏一郎 2020/7/3 紙面開催 日本生体磁気学
会 学会員

日本建築学会大会
作業所における熱中症対
策の研究－強制飲水の効
果測定－

小林 宏一郎 2020/9/3 WEB 日本建築学会 学会員

●ものづくり技術教育研究部門

日本金属学会2020年秋期講
演大会(第167回)

SUS304鋼のイオン照射
誘起相変態の結晶方位
関係

鶴田 華子、中川 一沙、
村上 武、清水 一行、
鎌田 康寛

2020/9/15 オンライン 日本金属学会 学会員 約500名

日本鉄鋼協会2020年第180
回秋季講演大会学生ポス
ターセッション

ダイクエンチした亜鉛
めっき鋼板の硬さと磁気
ヒステリシス特性の相関

大高 一将、吉岡 達哉、
清水 一行、鎌田 康寛 2020/9/16 オンライン 日本金属学会 学会員 約500名

日本鉄鋼協会2020年第180
回秋季講演大会学生
ポスターセッション

Gaイオン照射したオー
ステナイト系ステンレス
鋼における微細組織の断
面観察

鶴田 華子、鎌田 康寛、
渡邉 英雄 2020/9/16 オンライン 日本金属学会 学会員 約500名

2020年度資源・素材学会
鉛製錬乾式工程における
貴金属の損失低減に向け
た基礎研究

関本 英弘、齋藤 友貴 2020/9/10 オンライン 資源・素材学会 会員 約400名

令和2年度化学系学協会
東北大会

Synthesis and 
characterization of 
layered double 
hydroxide from 
hydrothermal reaction 
of magnesium 
hydroxide

會澤 純雄，八木 伽萌，
桑 静，平原 英俊

2020/
9/26-27 オンライン 日本化学会

東北支部 学会員，一般

第69回高分子討論会
両末端エチニル変性ポリ
カーボネート 熱硬化性
樹脂の開発

芝﨑 祐二、大石 好行 2020/
9/16-18 オンライン 高分子学会 学会員，一般

化学工学会第51回秋季大会
L-ヒスチジン結晶多形の
特性と結晶形態におよぼ
す溶媒の影響

柴田 史那，土岐 規仁，
横田 政晶

2020/
9/24-26 オンライン 化学工学会 学会員，一般

化学工学会第51回秋季大会
L-フェニルアラニン結晶
の形態と成長に関する研
究

土岐 規仁，赤間 永紳，
横田 政晶

2020/
9/24-26 オンライン 化学工学会 学会員，一般

令和2年度化学系学協会
東北大会

Formation and 
properties of organic 
phosphorescent 
crystals using 
benzidine derivatives

Kiyoka Maruyama, 
Norihito Doki, 
Masaaki Yokota

2020/
9/26-27 オンライン 日本化学会

東北支部 学会員，一般

令和2年度化学系学協会
東北大会

Morphological change 
of L-Leu crystals due 
to the eff ect of amino 
acid additives

Riho Ozaki, 
Masaaki Yokota, 
Norihito Doki

2020/
9/26-27 オンライン 日本化学会

東北支部 学会員，一般

令和2年度化学系学協会
東北大会

Control of crystal size 
and morphology of 
calcium carbonate 
crystal polymorphism

Wakana Nagaki, 
Norihito Doki, 
Masaaki Yokota

2020/
9/26-27 オンライン 日本化学会

東北支部 学会員，一般

令和2年度化学系学協会
東北大会

Studies on the 
Solvent-Free 
Synthesis of Tris(8-
hydroxyquinoline)
aluminum(III)

Kazuki Chiba, 
Masaaki Yokota, 
Norihito Doki

2020/
9/26-27 オンライン 日本化学会

東北支部 学会員，一般

令和2年度化学系学協会
東北大会

Structure and 
transition of 
Triphenylene 
― 7,7,8,8-tetracyano
quinodimethane 
Cocrystal

Nanami Miyauchi, 
Norihito Doki, 
Masaaki Yokota

2020/
9/26-27 オンライン 日本化学会

東北支部 学会員，一般
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講演会等の名称 講演題目 氏名 実施日
（複数回の場合は期間） 実施場所 主催機関 対象 備考

（参加者数など）

2020年度電気関係学会
東北支部連合大会

CsPbX3を用いた全無機
型太陽電池の開発

高橋 憲太郎，阿部 貴美，
柏葉 安兵衛，千葉 茂樹，
叶 榮彬，三浦 健司，
柏葉 安宏，長田 洋

2020/
8/27-28 オンライン 電気関係学会

東北支部 学会員，一般

2020年度電気関係学会
東北支部連合大会

CsSnI2Brを用いた全無
機型太陽電池の開発

齋藤 歩，阿部 貴美，
柏葉 安兵衛，千葉 茂樹，
叶 榮彬，三浦 健司，
柏葉 安宏，長田 洋

2020/
8/27-28 オンライン 電気関係学会

東北支部 学会員，一般

2020年度電気関係学会
東北支部連合大会

水熱合成法によるZnO
単結晶の育成と評価

百目木 俊志，阿部 貴美，
柏葉 安兵衛，千葉 茂樹，
菊池 弘昭，西館 数芽，
長田 洋

2020/
8/27-28 オンライン 電気関係学会

東北支部 学会員，一般

2020年度電気関係学会
東北支部連合大会

過酸化水素処理を施した
酸化亜鉛単結晶のフォト
ルミネッセンス特性

髙橋 瞭太，佐久間 実緒，
川崎 浩司，鈴木 順，
今井 裕司，柏葉 安宏，
阿部 貴美，柏葉 安兵衛，
長田 洋

2020/
8/27-28 オンライン 電気関係学会

東北支部 学会員，一般

2020年度電気関係学会
東北支部連合大会

水熱合成炉の同期温度
制御に関する研究

柳内 みちる，阿部 貴美，
柏葉 安兵衛，千葉 茂樹，
小林 宏一郎，大坊 真洋，
長田 洋

2020/
8/27-28 オンライン 電気関係学会

東北支部 学会員，一般

2020年度電気関係学会
東北支部連合大会

恒温植物ザゼンソウの温
度制御システムに関する
研究

畦間 健太，阿部 貴美，
柏葉 安兵衛，千葉 茂樹，
小林 宏一郎，大坊 真洋，
長田 洋

2020/
8/27-28 オンライン 電気関係学会

東北支部 学会員，一般

2020年度電気関係学会
東北支部連合大会

Parylene HTコーティン
グを施した光導電型
ZnO-UVセンサの特性

阿部 貴美，小松 佳穂，
柏葉 安兵衛，千葉 茂樹，
柏葉 安宏，長田 洋

2020/
8/27-28 オンライン 電気関係学会

東北支部

2020年度電気関係学会
東北支部連合大会

ARE法により作製した
ZnO薄膜UVセンサの
特性評価

三浦 和真，阿部 貴美，
柏葉 安兵衛，千葉 茂樹，
大坊 真洋，菊池 弘昭，
柏葉 安宏，長田 洋

2020/
8/27-28 オンライン 電気関係学会

東北支部

日本生体医工学会大会
結合容量電極を用いた非
接触心拍計測における波
形解析

尾崎 直也，岩井 守生，
本間 尚樹，小林 宏一郎，
佐藤 敦

2020/
5/25-27 オンライン 日本生体医工学

会

日本生体医工学会大会
結合容量電極を用いた呼
吸・心拍計測における計
測範囲の検討

岩井 守生，尾崎 直也，
小林 宏一郎，本間 尚樹，
佐藤 敦

2020/
5/25-27 オンライン 日本生体医工学

会

日本生体磁気学会大会

低SNR心磁図における
適応フィルタを前処理と
したICAによるノイズ除
去法

岩井 守生，三浦 克哉，
安倍 正人，藤岡 豊太，
小林 宏一郎

2020/7/3-4 紙面 日本生体磁気学
会

日本生体磁気学会大会

Source depth 
estimation by MCG 
with fi rst order 
gradiometer

Wenxu Sun, 
Toshiaki Shishido, 
Masaru Sugimach, 
Koichiro Kobayashi

2020/7/3-4 紙面 日本生体磁気学
会

日本建築学会大会
作業所における熱中症対
策の研究－強制飲水の効
果測定

髙橋 泰斗，染谷 俊介，
山崎 慶太，桒原 浩平，
傳法谷 郁乃，濱田 靖弘，
小林 宏一郎

2020/9/8 オンライン 日本建築学会

電子情報通信学会ソサイエ
ティ大会

改良型疑似逆正接復調
法を用いたMIMOレー
ダによる複数人心拍同時
推定法

本間 尚樹，長谷部 駿，
岩井 守生，小林 宏一郎，
村田 健太郎，佐藤 敦

2020/
9/15-18 オンライン 電子情報通信学

会

電子情報通信学会ソサイエ
ティ大会

レイリー商に基づく
MIMOレーダ心拍推定
精度の向上法

佐々木 滉太，本間 尚樹，
村田 健太郎，岩井 守生，
小林 宏一郎，佐藤 敦

2020/
9/15-18 オンライン 電子情報通信学

会

空気調和・衛生工学会大会

ファン付き作業服を用い
た暑熱ストレス低減化に
関する研究（第12報）深
部体温による熱中症モニ
タリングに関する検討

山崎 慶太，桒原 浩平，
傳法谷 郁乃，濱田 靖弘，
小林 宏一郎，染谷 俊介，
髙橋 泰斗

2020/9 オンライン 空気調和・衛生
工学会
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委員会等名 依頼機関 氏名 委嘱期間 備考

●地域創生部門

岩手県イノベーション創出推進会議委員 岩手県 水野 雅裕 2020/4/27 2021/3/31 議長　8/19

ヘルステックイノベーションハブ運営委員会 岩手県工業技術センター 今井 潤 2019/12/17 2021/3/31 6/29（書面会議）

コラボMIU審査・評価委員会 岩手大学三陸復興・地域創生推
進機構 今井 潤 2020/4/1 2021/3/31 委員長、

4/22、6/10

滝沢市産学共同研究事業費補助金審査委員会 滝沢市 今井 潤 ー ー 委員、7/17

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援事業書面
審査委員 岩手県中小企業団体中央会 今井 潤 2020/4/10 2021/3/31

いわて希望応援ファンド事業審査委員 いわて産業振興センター 今井 潤 2020/5/31 2021/3/31

一戸町総合政策会議 一戸町 今井 潤 2020/6/5 2023/3/31 委員長（8/21）

盛岡ヘルスケア産業協議会 盛岡市ヘルスケア産業協議会事
務局（盛岡市立地創業支援室） 小山 康文 2018/1/18 2022年度

協議会まで 副会長

東経連ビジネスセンター事業化コーディネーター 東経連ビジネスセンター 小山 康文 2018/4/1 2021/3/31 事業化コーディネー
ター

奥州市商工業振興審議会 奥州市 小山 康文 2018/7/27 2020/7/26 委員

戦略的基盤技術高度化支援事業「小型薬剤投与装置及び薬剤
管理システムにおける低消費電力化の研究開発」研究推進委
員会

公益財団法人いわて産業振興セ
ンター 小山 康文 2018/12/11 2021/3/31 委員、

7/30（オンライン）

盛岡市新事業創出支援センター運営・入居審査委員会 協同組合産業社会研究会経営者
革新会議（IMS） 小山 康文 2019/6/26 2023/3/31 委員長　

5/14、8/3

令和2年度調査研究事業審査委員会 公益財団法人さんりく基金 小山 康文 2020/5/1 2021/3/31 委員　6/4

盛岡市産業支援センター入居審査・運営委員会委員 盛岡市産業支援センター 小山 康文 2020/4/1 2024/3/31 委員　5/20、6/19

岩手県イノベーション創出推進会議ワーキンググループ 岩手県 小山 康文 2020/4/24 2021/3/31 ワーキンググループ
員　7/8

地域コミュニティ形成アドバイザー 山田町 船戸 義和 2020/4/1 2021/3/31

地域アドバイザー 大槌町 船戸 義和 2020/4/1 2021/3/31

災害公営住宅コミュニティ形成アドバイザー 大船渡市 船戸 義和 2020/4/1 2021/3/31

移動子ども図書館事業 評価検証委員会 NPO法人おはなしころりん 船戸 義和 2020/4/1 2021/3/31 委員

●三陸水産教育研究部門

東北ブロック我が国周辺漁業資源評価会議 水産研究・教育機構 後藤 友明 2020/8/24 2020/8/25 外部有識者

いわて水産アカデミー いわて水産アカデミー事務局 後藤 友明 2020/9/16 2020/9/16 講師

岩手県資源管理協議会 岩手県資源管理協議会 後藤 友明 2020/9/18 2020/9/18 外部有識者

気候変動適応における広域アクションプラン策定事業 日本エヌ・ユー・エス株式会社 後藤 友明 2020/9/25 2020/9/25 委員

漁獲証明等システム開発実証事業に関する有識者検討会 東京大学 後藤 友明 2020/4/23 2020/8/28 委員

岩手県三陸海域研究論文知事表彰事業選考委員会 岩手県 平井 俊朗 2020/9/24 2021/3/31 委員

岩手県水産試験研究評価委員会 岩手県 平井 俊朗 2019/9/14 2021/5/31 委員

田野畑村漁業就業者育成協議会 田野畑村 平井 俊朗 2019/7/24 2022/3/31 委員

釡石高校SSH運営指導委員会 釡石高等学校 平井 俊朗 2020/7/1 2021/3/31 委員

釡石魚河岸にぎわい館「魚河岸テラス」運営委員会 釡石魚河岸にぎわい館
「魚河岸テラス」 平井 俊朗 2020/7/8 2021/7/8 委員

大船渡市漁業就業者確保育成協議会ワーキンググループ委員 大船渡市 田村 直司 2020/4/1 2021/3/31 委員

04 委員会
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委員会等名 依頼機関 氏名 委嘱期間 備考

釡石市漁業担い手育成プロジェクトチーム 釡石市 田村 直司 2020/4/1 2021/3/31 委員

陸前高田市漁業就業者育成協議会 陸前高田市 田村 直司 2020/4/1 2021/3/31 委員

●平泉文化教育研究部門

北上市市史編纂中世部会 岩手県北上市教育委員会 八重樫 忠郎 2019/4/1 2022/3/31

骨寺荘園遺跡指導委員会 岩手県一関市教育委員会 八重樫 忠郎 2021/4/1 2023/3/31

後三年合戦関連遺跡整備指導委員会 秋田県横手市教育委員会 八重樫 忠郎 2021/4/1 2023/3/31

史跡柳之御所・平泉遺跡群白鳥舘遺跡、長者ヶ原廃寺跡整備
基本計画検討委員会 岩手県奥州市教育委員会 八重樫 忠郎 2020/4/1 2021/3/31

えさし郷土文化館運営協議会 えさし郷土文化館 伊藤 博幸 2020/8/24 会長

●地域防災教育研究部門

全国活断層帯情報整備検討委員会 国土地理院 岡田 真介 2013/4/1 継続中 委員

盛岡地区かわまちづくり 国土交通省東北地方整備局 小笠原 敏記 2009/8/1

リバーカウンセラー（北上川） 国土交通省東北地方整備局 小笠原 敏記 2010/3/1

米代川水系河川整備学識者懇談会 国土交通省東北地方整備局 小笠原 敏記 2014/9/1

北上川水系河川整備学識者懇談会 国土交通省東北地方整備局 小笠原 敏記 2014/10/1

北上川上流河道管理検討会 国土交通省東北地方整備局 小笠原 敏記 2016/3/1

東北地方整備局事業評価監視委員会 国土交通省東北地方整備局 小笠原 敏記 2016/4/1

河川水辺の国勢調査　アドバイザー 国土交通省東北地方整備局 小笠原 敏記 2017/4/1

いわての川づくりプラン懇談会 岩手県 小笠原 敏記 2013/7/1

岩手県政策評価委員会 岩手県 小笠原 敏記 2016/2/1 委員長

風水害対策支援チーム 岩手県 小笠原 敏記 2017/4/1

岩手県津波防災専門委員会小委員会 岩手県 小笠原 敏記 2020/6/1 委員長

盛岡市建築紛争調整委員会委員 盛岡市 麦倉 哲 2014/7/1 2023/3/31

盛岡市図書館利用者協議会委員 盛岡市教育委員会 麦倉 哲 2014/7/1 2023/6/30

日本社会病理学会理事 日本社会病理学会 麦倉 哲 2016/10/1 継続

NPOふるさとの会理事 NPOふるさとの会 麦倉 哲 1999/10/1 継続

日本社会学会  社会学評論編集員会専門委員 日本社会学会 麦倉 哲 2018/10/1 継続

宮城県土砂災害警戒情報基準検討委員会 宮城県防災砂防課 井良沢 道也 2020/4/1 2021/3/31 委員長

土木研究所外部評価検討委員会 土木研究所 井良沢 道也 2020/4/1 2021/3/31

栗駒山緊急減災害検討委員会 岩手県 井良沢 道也 2020/4/1 2021/3/31

岩手ブロック公共工事等総合評価委員会 国土交通省東北地方整備局 井良沢 道也 2020/4/1 2021/3/31

三陸国道　法面対策検討委員会等 国土交通省東北地方整備局 井良沢 道也 2020/4/1 2021/3/31

「国道106号宮古地区道路技術検討会」 岩手県 井良沢 道也 2020/4/1 2021/3/31

岩手県風水害対策支援チーム連絡会議 岩手県 井良沢 道也 2020/4/1 2021/3/31

岩手山火山防災協議会 岩手県 井良沢 道也 2020/4/1 2021/3/31

東北地方・太平洋沖の地震活動に関する調査研究委員会委員 （公財）地震予知総合研究振興会 山本 英和 2020/4/1 2021/3/31

下北半島周辺における地震活動等調査検討委員会 （公財）地震予知総合研究振興会 山本 英和 2020/4/1 2021/3/31

岩手県大規模事業評価委員会 岩手県 山本 英和 2020/4/1 2021/3/31

岩手県津波防災技術専門委員会 岩手県 山本 英和 2020/4/1 2021/3/31 令和2年度は開催実
績無し
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プロジェクト名称 課題名 氏名 委託機関 受託期間 備考

●地域創生部門

盛岡市産学官連携研究センター
指定管理 今井 潤 盛岡市 2020/4/1-

2021/3/31

地域イノベーション・エコシステム
形成プログラム

岩手から世界へ～次世代分子接合技術
によるエレクトロニクス実装分野への
応用展開～

ー 文部科学省 2020/4/1-
2021/3/31 補助金（5年間）

共同研究員受入 釡石地域の特性を活かした産学官連携
による地域創生のための実践的研究 今井 潤 釡石市 2020/4/1-

2021/3/31 佐々木 千里

共同研究員受入 盛岡市における産学官連携による持続
的な産業振興に関する実践的研究 今井 潤 盛岡市 2020/4/1-

2021/3/31 工藤 啓

共同研究員受入 奥州市における産学官連携の構築に関
する実践的研究 今井 潤 奥州市 2020/4/1-

2021/3/31 上條 雄喜

地域ものづくり技術支援事業
（受託事業）

地域ものづくり技術支援事業
（受託事業） 今井 潤 釡石市 2020/04/01-

2021/3/31
梅谷 庄二、武田 洋一、
大志田 宣明

2020年度心の復興事業 被災者の主体性醸成による地域コミュ
ニティ支援 船戸 義和 復興庁 2020/4/27～

2021/3/31 補助金13,042千円

●三陸水産教育研究部門

さんりく基金調査研究事業 貝毒低減化に向けた陸上水槽での貝類
の飼育試験 後藤 友明 さんりく基金事務局 2019/6/1～

2020/1/31

夏井増殖場の漁場再生と持続的な利用
に向けた漁場環境と資源評価

夏井地区増殖場の有効利用に向けた資
源・環境調査研究 後藤 友明 宮城建設株式会社 2019/6/24～

2021/3/31

令和2年度養殖業成長産業化技術開発
事業 （４）サーモン養殖推進技術開発 平井 俊朗 水産教育・研究機構 2020/4/1～

2021/3/15

釡石地域におけるサクラマス養殖研究 平井 俊朗 釡石市 2020/7/1～
2021/9/30

個別共同研究 地域マーケットイン型サーモン養殖に
向けた研究 平井 俊朗 釡石ヒカリフーズ株

式会社
2020/6/1～
2021/3/31

海洋研究成果フィードバック事業 田村 直司 岩手県 2019/5/23～
2020/3/16

釡石市学生活動支援事業 田村 直司 釡石市 2020/6/1～
2021/3/10

ドローンと画像処理技術を活用した
漁場実態把握調査 田村 直司 釡石市 2020/6/15～

2021/3/31

●平泉文化教育研究部門

科学研究費基盤研究B
11～14世紀の日本に流通する中国産
陶磁器の産地推定と流通に関する比較
研究

平原 英俊・
劉 海宇 等 日本学術振興会 2020/4/1～

2025/3/31

岩手県と岩手大学との共同研究

「東・北アジアにおける政治拠点と平
泉との比較研究」及び「学校教育にお
ける世界遺産の教材化についての研
究」

平原 英俊・
劉 海宇 等 岩手県 2020/4/1～

2025/3/31

●地域防災教育研究部門

科学研究補助（基盤研究（C）） 極域における風波の発生・発達機構の
解明およびそのバルク式の定式化 小笠原 敏記 日本学術振興会 2020/4/1

科学研究費基盤研究B 戦争災害記録の文化財化に関する研究
－沖縄県渡嘉敷村を対象として 麦倉 哲 日本学術振興会 2019/4/1～

2024/3/31

第一生命財団
東日本大震災で死亡した役場職員と遺
族の住生活と心の復興に関する検証調
査研究

麦倉 哲 第一生命財団 2019/4/1～
2020/6/30

05 プロジェクト・外部資金
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プロジェクト名称 課題名 氏名 委託機関 受託期間 備考

被災者の参画による心の復興事業 東日本大震災遺族の心をつなぎ伝承す
る活動 麦倉 哲 岩手県復興局 2020/7/1～

2021/3/26

岩手大学・岩手日報共同研究 被災経験・災害対応経験を防災教育に
どう活かすか 麦倉 哲 岩手日報・岩手大学 2020/5/1～

2021/3/31

令和2年度地域課題解決プログラム 釡石市内小中学校における防災教育
（土砂災害分野）の取り組みについて

井良沢 道也
福留 邦洋 釡石市教育委員会 2020/5/27

活動内容 氏名 依頼機関等 実施日 実施場所 備考

●地域創生部門

岩手大学発ベンチャー認定式 小川学長、水野機構長、今井部門長
他 三陸復興・地域創生推進機構 2020/6/16 コラボMIU 2社認定

岩手大学と岩手県工業技術センターと
の連携協力に関する協定に基づく相互
訪問　①岩手工技7名による本学視察

今井部門長、
ものづくり研究棟（小綿及び吉田特
任教授、長田教授）、
高度試作加工センター（大志田及び
武田専門職員）、
理工学部（伊藤教授）、
人文社会科学部（田中教授）

岩手県工業技術センター 2020/6/18 学内

岩手大学と岩手県工業技術センターと
の連携協力に関する協定書締結式

小川学長、水野機構長、今井部門長
他 三陸復興・地域創生推進機構 2020/7/27 コラボMIU

岩手大学と岩手県工業技術センターと
の連携協力に関する協定に基づく相互
訪問　②岩手大学6名による岩手工技
視察

理工学部（清水助教、足立助教）、
花巻サテライト（梅木特任教授、
山崎技術補佐員）、
機構（武田准教授、小山特任教授）

三陸復興・地域創生推進機構 2020/9/29 岩手工技

小学生プログラミング教室 萩原 義裕、宮川 洋一郎、今井 潤 他 岩手日報社他 2020/7/26, 
8/30 理工学部

小学生プログラミングコンテスト 萩原 義裕、宮川 洋一郎、今井 潤 他 岩手日報社他 2020/9/19 理工学部

3DCAD基礎講習会 梅谷 庄二 釡石・大槌地域産業育成セン
ター 9/3, 4 釡石ものづくり

サテライト

●平泉文化教育研究部門

ラジオ番組
「胆江ふるさとノート－平泉への道」 伊藤 博幸 奥州エフエム放送 2020/4/2～9/24

毎週木曜日

●地域防災教育研究部門

集団自決記憶を記録　渡嘉敷で調査　
岩手大学麦倉教授 麦倉 哲 沖縄タイムス 2020/4/8 取材

復興教育コロナにも負けず
震災10年目岩手のプログラム 麦倉 哲 河北新報 2020/7/19 取材

いのちの教え　第5部　大学の使命　
識者の目 麦倉 哲 岩手日報 2020/9/22 取材、ニュース

特集報道

ラジオ番組、朝の生ワイド番組
「Oh! Happy Morning」
放送日7月9日（木）午前10時30分か
ら約7分。

井良沢 道也 PMC（ピーエムシー） 2020/7/9

東日本大震災被災地における8年間の
調査活動に対し岩手大学学長賞「学生
団体の部」受賞

教育学部社会学研究室麦倉ゼミ
（指導教授 麦倉 哲） 2019/3/18
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岩手大学の復興支援に関する主な出来事

被災直後の図書館
（ 3月11日）

課程ごとの学位授与式
（ 3月23日）

移動診療車での診察
（ 4月 1日～）

学生ボランティア活動
（ 4月 6日～）

釡石サテライト設置
（10月 1日）

●平成23年 3月11日（金） 午後２時46分
　東日本大震災発生 （※盛岡市　震度 5強）

●平成23年
3 月11日 「危機対策本部」を設置

（1）学生・児童・教職員の安否確認
（ 2）建物・設備の被害状況等確認

3 月12日 一般入試後期日程試験を中止

3 月23日 卒業式中止（※代替行事として、課程ごとの学位授与式を実施）

3 月28日 岩手大学調査団による沿岸被災地の調査を実施
復興構想の作成に向けて、沿岸被災地にて津波被害の状況を把握するための調
査を実施。

4月 1日 「岩手大学東日本大震災復興対策本部」を設置
①情報・連絡調整、②学生支援、③施設・整備、④地域復興支援、⑤健康管理
の 5部門からなる復興対策本部を設置し、全学体制による復興支援活動を開始。

 移動診療車による被災動物の診療を開始
農学部附属動物病院の産業動物用検診車を移動診療車「わんにゃんレスキュー号」
として活用し、被災地での診療を実施。 5月までに計 5回実施し、延べ131頭の犬、
猫等を診療。

4月 6日 学生によるボランティア活動開始
清掃作業、地域イベント運営支援、学習支援活動、ボランティアセンター運営
支援等を実施。「岩手大学三陸復興サポート学生委員会」などが活動中。
（平成29年 3月までに延べ3,262名が活動）

4月 7日 入学式中止（※代替行事として、 5月 9日に「新入生歓迎の集い」を実施）

4 月11日 震災復興に関する委員会等への参画
政府の復興構想会議（検討部会）に教員 1名参画。また、岩手県の津波復興委
員会や被災市町村の復興計画策定委員会等に教員延べ25名が参画。

4月29日 教職員によるボランティア活動開始
宮古市及び釡石市にて、避難所運営支援や側溝の汚泥除去、家屋清掃、物資配
付等を実施（平成23年10月までに延べ298名が活動）。

5月 9日 前期授業開始（※例年より約 1ヶ月遅れ。教育学部のみ4月18日に授業開始）

5 月18日 「岩手県沿岸復興プロジェクト」開始
『被災者（緊急）支援』、『海洋産業』、『地域防災』、『産業復興』の 4つの分野に
ついて、学内からプロジェクトを公募。平成23年度中に28事業を実施。

10月1日 「岩手大学三陸復興推進本部」を設置
復興対策本部を発展的改組し、長期的に復興支援を行う体制を整備。①教育支
援、②生活支援、③水産業復興推進、④ものづくり産業復興推進、⑤農林畜産産
業復興推進、⑥地域防災教育研究の各事業を展開。また、三陸沿岸での活動拠点
として、釡石市にサテライト施設（釡石サテライト）を設置。
【釡石サテライト】常勤職員 2名、コーディネーター1名、事務補佐員 1名を配置。

【岩手大学の被災状況】
　（1）学生・児童・教職員の被災状況
　　　 犠牲者 ： 1 名（学部学生）、　被災学生※： 377名
　　　 　※ 家屋（実家）の損壊、家計支持者が亡くなった又は大幅に収入

がなくなった、実家が原発の影響をうけた者など
　　　 被災教職員：14名
（ 2）建物・設備に関する被害
　　　 建物 ： 「危険」「要注意」はなかったが、天井の破損、水漏れ等はあり
　　　 設備 ： 分析機器等、修理・メンテナンスが必要な物品あり

参 考 資料集
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3 大学連携推進基本合意書締結
（10月30日）

寄贈されたワンにゃん号
（ 3月22日）

久慈エクステンションセンター設置
（ 4月 3日）

大船渡エクステンションセンター設置
（ 4月 3日）

第 7回マニフェスト大賞
「震災復興支援・防災対策賞」

最優秀賞を受賞
（11月 2日）

釡石サテライト
（ 3月18日）

下村文部科学大臣が
釡石サテライトを訪問
（ 7月10日）

10月30日  東京海洋大学及び北里大学と「三陸水産業の復興と地域の持続的な発展に向
けた 3大学連携推進に関する基本合意書」を締結

 三陸水産業の復興に向けた 3大学連携推進シンポジウムの開催
東日本大震災により被害を受けた三陸沿岸の水産業について、岩手大学、東京
海洋大学及び北里大学の 3大学が地域と連携し、復興・発展を推進するため、「 3
大学連携推進に関する基本合意書」を締結し、シンポジウムを開催。

11月7日  岩手県沿岸市町村復興期成同盟会と「岩手県沿岸市町村の復興と地域の持続
的発展に向けた連携・協力書」を締結

三陸沿岸の復興と地域の持続的発展に向けて、岩手大学が取組む復興支援事業
について連携・協力を行うため、岩手県沿岸市町村復興期成同盟会（沿岸13市町
村で構成）と連携・協力書を締結。

12月9日  文部科学省「大学等における地域復興のためのセンター的機能整備事業」
　　　　　 （平成23年度第 3次補正予算）に採択

○三陸沿岸地域の「なりわい」の再生・復興の推進事業
 　三陸沿岸地域の「なりわい」の再生・復興として、三陸ものづくり産業復興
支援事業、農林畜産業復興支援事業、生活復興支援事業の 3事業の復興を推進。
○いわての教育及びコミュニティ形成復興支援事業
 　いわて高等教育コンソーシアム構成 5大学（岩手県立大学、岩手医科大学、
富士大学、盛岡大学、岩手大学）が互いの特徴とこれまでの復興支援の取組を
最大限に生かし、「地域を担う中核人材育成事業」を展開。

●平成24年
3 月22日  マースジャパン社から岩手大学にペット専用移動診療車「ワンにゃん号」を寄贈

マースジャパン社が実施している被災地支援の一環として、岩手大学にペット
専用移動診療車を寄贈。沿岸各地で開催される動物支援イベントにて、無料診療
や相談会等を実施中。

4月 1日 「岩手大学三陸復興推進機構」を設置
復興推進本部を発展的改組し、学則に基づく組織に格上げ。復興支援に携わる
教職員数を拡充し、復興支援体制をさらに強化。

 「岩手大学地域防災研究センター」を設置
工学部附属地域防災研究センターを、文理融合型の全学施設として強化・充実。

4月 3日 「久慈エクステンションセンター」を設置
三陸沿岸での情報収集・発信や関係機関との連絡調整機能の強化のため、久慈
市にエクステンションセンターを設置。大学本部・釡石サテライト・関係自治体
等と連携・協力し、復興に向けた各種事業を推進。

10月1日 「宮古エクステンションセンター」を設置
宮古市に宮古エクステンションセンターを設置。既存の釡石サテライト・久慈
エクステンションセンターや関係自治体等と連携・協力して、復興支援活動を推進。

11月2日 第 7回マニフェスト大賞にて、震災復興支援・防災対策最優秀賞を受賞
第 7回マニフェスト大賞（マニフェスト大賞実行委員会主催、毎日新聞社・早
稲田大学マニフェスト研究所共催）において、自治体や民間企業、市民団体など
による活動を表彰する「震災復興支援・防災対策賞」の最優秀賞を岩手大学が受賞。

●平成25年
3 月18日 「釡石サテライト」移転

釡石市平田地区に釡石サテライト竣工。「岩手大学三陸水産研究センター」と「こ
ころの相談ルーム」も開設。

4月 1日 「三陸水産研究センター」を設置
釡石サテライト内に岩手大学三陸水産研究センターを設置、隣接する岩手県水
産技術センター等と連携しながら、三陸水産業の復興活動を推進。

4月 3日 「大船渡エクステンションセンター」を設置
大船渡市に大船渡エクステンションセンターを設置。既存の釡石サテライト・
久慈・宮古エクステンションセンターや関係自治体等と連携・協力して、復興支
援活動を推進。

5月11日 「釡石サテライト竣工及び三陸水産研究センター設置記念式典」を実施
釡石サテライトの竣工と三陸水産研究センターの設置を記念し、式典を実施。

7月10日 下村博文文部科学大臣が釡石サテライトを訪問
被災地でボランティアを行っている岩手大学、岩手県立大学の学生らと意見交換。

参 考 資料集
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10月3日～ 後期全学共通教育科目として「岩手の研究『三陸の復興を考える』」を開設
震災からの復興について学術的観点から検討し、復興への関心を高めるとともに、
復興を担う次代の人材を養成することを目的として、東日本大震災の概要、本県
における被災状況及び復興に向けての課題・方向性などを総括的に学習し、その
上で、復興への岩手大学の取組みを事例的に学習。

11月9日 第 3回全国水産系研究者フォーラムを開催
「震災後の三陸地域における水産業の現状と復興」をテーマに、全国水産系研究者の
より一層の横断的ネットワークの構築と三陸復興を目指して開催し、100名以上が参加。

12月7日 岩手大学三陸復興推進機構シンポジウム2013
 「つながって岩手～東京で広げる被災地コミュニティ～」を開催

東京都板橋区において、岩手大学で行われている震災復興活動について紹介す
るとともに、東京でも広がりつつある被災地コミュニティについて、参加者の方々
との対話も交えながら考えるシンポジウムを開催し、約230名が参加。

●平成26年
1 月17日・ 被災地の現状と復興の取組を学ぶ現地研修を実施
　　18日 　 　岩手の研究を履修している学生と実際に被災地でボランティア活動を行ってい

る学生を対象に、 1泊 2日の現地研修を実施し、16名が参加。

3月22日 SANRIKU（三陸）水産研究教育拠点形成事業報告会を開催
岩手大学・東京海洋大学・北里大学の 3大学が取組んできた研究成果について
三陸地域の漁業関係者の方々に知っていただくと共に、公設試験機関や全国の水
産研究者との連携を強化していくことを目的に開催し、約90名が参加。

4月26日  地域と創る“いわて協創人材育成＋地元定着”プロジェクトによる被災地学修
がスタート

地域の歴史・文化・特色を理解し、異分野の専門家との協働で自らの専門性を
地域の課題解決へ実践することができる人材の育成を目指す地域と創る“いわて協
創人材育成＋地元定着”プロジェクトの一環として、今年度から全学部 1年生の必
修科目として「被災地学修」を実施。

6月27日 低温低湿乾燥法による魚介乾製品「潮騒の一夜干し」販売記者会見開催
岩手大学と久慈市の加工販売会社との共同研究で誕生した魚介乾製品「潮騒の一

夜干し」販売記者会見を開催。岩手大学の「低温低湿乾燥法」の技術を商品化に応用。
設備導入の段階で、公益財団法人さんりく基金などの助成を受けるとともに、パッ
ケージデザインは県内のプロデュース会社が担当し、産学官が協力したオール岩
手の製品となった。

8月 3日 地域防災フォーラム「未来への復興まちづくり」を開催
神戸大学都市安全研究センターと連携し、阪神淡路大震災からの復興の経験を
踏まえ、未来志向の復興まちづくりについて討議。

●平成27年
1 月31日 平成26年度岩手大学三陸復興推進機構シンポジウムを開催

6 部門の活動報告を行うとともに、「震災復興・地域創生と大学の役割」をテー
マにパネルディスカッションを開催し、約100名が参加。
また各部門・サテライト･エクステンションセンターの活動パネルと成果品等を展示。

3月 4日 岩手大学三陸復興シンポジウム2014
 「つながって岩手～東京で広げる被災地コミュニティ～」を開催

25年度に引き続き、東京都板橋区において、「つながって岩手Part 2 ～春が来
た、さぁ三陸に出かけよう！～」をテーマに首都圏向けのシンポジウムを開催し、
約120名が参加。
観光をテーマに首都圏向けに具体的な被災地への関わり方を提案し、被災地の
交流人口増加を目指した。

3月14日～ 国連防災世界会議に参加
　18日  岩手大学主催フォーラム「地域社会のレジリエンスとキャパシティ・ビルディ

ング～被災地での岩手大学の実践と検証～」を開催
仙台で開催された第 3回国連防災世界会議に参加するとともに、岩手大学主催
のフォーラムでは、岩手大学がこれまで取組んできた緊急対応、地域コミュニティ
の再生、防災教育などに関する実践活動の報告を行った。

5月31日 小泉進次郎復興大臣政務官が岩手大学を訪問
本学の震災復興に向けた取組を紹介するとともに、復興支援活動を行っている
学生や卒業生と意見交換。

「つながって岩手～東京で広げる
被災地コミュニティ～」を開催

（12月 7日）

旧大槌町役場の前で
説明を受ける学生
（ 1月18日）

潮騒の一夜干し販売記者会見
（ 6月27日）

地域防災フォーラム
（ 8月 3日）

国連世界防災会議に参加
（ 3月14～18日）

小泉復興大臣政務官との
ミーティング
（ 5月31日）
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9 月16日 公開シンポジウム「東日本大震災からの地域と農業の復興」を開催
農業環境工学関連 5学会2015年合同大会実行委員会との共催。本学の教員など
が被災地の農業やコミュニティの復興支援について説明した。

10月21日～ 岩手大学三陸復興推進機構企画展「東日本大震災における岩手大学の復興推
11月4日 進活動～被災地とともに希望の創出～」を開催

岩手大学三陸復興推進機構の取組についての展示のほか、土日祝日に三陸沿岸
企業との産学官連携商品を中心とした物販を行った。また、サイドイベントとし
て10月24日に「岩渕学長と復興推進活動を行っている学生たちとのミーティング」
を開催。

12月11日  岩手大学東日本大震災復興支援活動報告会「東京都北区・板橋区を中心とす
る首都圏の皆様に感謝を込めて～」を開催

東日本大震災後に、東京都北区・板橋区の企業・一般市民の方々が「岩手大学
被災学生支援の会」を設立し、被災学生へご支援をいただいたことに対して、支
援活動の報告を行うとともに感謝の気持ちをお伝えした。

●平成28年
3 月 2日 「いわて南部地粉そば」農林水産大臣賞受賞記者会見を開催

岩手大学と釡石市の企業との共同研究で誕生した「いわて南部地粉そば」が平
成27年度優良ふるさと食品中央コンクール・新技術開発部門にて農林水産大臣賞
を受賞したことを受け記者会見を開催。「低酸素気流を利用した粉体用連続式殺菌
装置」を開発し、そばの生麺の風味を保ったまま賞味期限を延ばすことに成功。

4月 1日 「三陸復興・地域創生推進機構」を設置
「三陸復興推進機構」と「地域連携推進機構」を統合し新設。再建途上の三陸復
興と人口減少化にある岩手県のまち・ひと・しごと創生を目的に県内自治体と連
携し岩手発の新たな地方創生モデルを構築する。

5月10日～ 熊本地震の被災動物支援のためワンにゃん号を貸出
9 月30日 　 　4 月に発生した熊本地震の被害を受け、宮崎大学の要請によりペット専用移動

診療車ワンにゃん号を貸出。宮崎大学農学部獣医学科が被災動物支援にあたった。

6月 6日 スターダスト☆レビューからの寄附を受け感謝状贈呈
音楽グループ「スターダスト☆レビュー」が本学の復興推進活動に10,000,000
円を寄附。陸前高田市においてフリーライブを開催し、感謝状を贈呈。

9月 3日～ 台風10号被災地へのボランティア活動
8月31日に発生した台風10号の被害を受け、学生、教職員が9月 3日から久慈

市、宮古市、岩泉町に流木撤去や泥上げ作業の支援に入った。（延べ411名が活動）

11月25日 「三陸復興・地域創生推進機構発足記念シンポジウム」を開催
 「三陸復興・地域創生推進機構」の発足を記念して本田敏明遠野市長、坂本修一
文部科学省産業連携・地域支援課長を招いてシンポジウムを開催。

12月1日  「ものづくり技術研究センター看板除幕式・特別講演会」を開催
「ものづくり技術教育研究部門」を担う「ものづくり技術研究センター」の看板
除幕式と特別講演会を開催。発足を記念して本田敏明遠野市長、坂本修一文部科
学省産業連携・地域支援課長を招いてシンポジウムを開催。

12月11日 「平成28年度三陸復興・地域創生推進機構首都圏報告会」を開催
東京海洋大学を会場に首都圏に住む方を対象とした報告会を開催。被災地で活
動している教員・学生からの活動紹介とともにパネル展示やビデオ上映を通して
取組を紹介。

●平成29年
2 月11日 「子どもの心とあゆみを支えるシンポジウム」を開催

心のケア班において福島・宮城・岩手で行われている子どもへの支援活動を通して、
東日本大震災のこれまでとこれからの心の支援を考えるシンポジウムを開催。

6月11日 「釡石キャンパス看板除幕式及び開設記念フォーラム」を開催
農学部食料生産環境学科水産システム学コースと大学院総合科学研究科地域創
生専攻地域産業コース水産業革新プログラムが新設されたことに伴い釡石キャン
パスを開設した。それを記念して釡石キャンパス看板除幕式及び開設記念フォー
ラムを開催。

三陸復興推進活動の企画展示
（10月21～11月 4日）

支援の会から被災学生の
代表者に記念品を贈呈
（12月11日）

いわて南部地粉そば記者会見
（ 3月 2日）

スターダスト☆レビューへ
感謝状贈呈
（ 6月 6日）

久慈市街地での泥上げ作業 
（ 9月 3日）

三陸復興・地域創生推進機構発
足記念シンポジウムでのパネル
ディスカッション （11月25日）

平成28年度三陸復興・
地域創生推進機構首都圏報告会

（12月11日）
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7 月27日  「アドバイザリーボード会議」を開催
三陸復興・地域創生推進機構の運営に関して、評価・助言をいただく、アドバ
イザリーボード会議を開催。

12月 3日  「平成29年度三陸復興・地域創生推進機構首都圏報告会」を開催
日比谷図書会館コンベンションホールを会場に首都圏に住む方を対象とした報
告会を開催。被災地で活動している教員・学生からの活動紹介とともにパネル展
示やビデオ上映を通して取組を紹介。

●平成30年
4 月 1日  「NEXT STEP工房」を開設

地域が抱える課題や学生自身が課題と考えてる事象について、その解決を図り、
地域とともに成長することを目的としてNEXT STEP工房を創設。

5月18日  「銀河オープンラボ」の設置及び開所式を開催
事業化可能性の高い研究シーズを軸に、参画企業と研究開発から実証までを行
う拠点として、銀河オープンラボを設置し、それを記念して開所式を開催。

12月1日  「岩手大学管弦楽団第58回定期演奏会釡石講演」を開催
釡石市民ホールTETTOを会場に、沿岸部で初となる管弦楽団の定期演奏会を開
催。

12月2日  「平成30年度三陸復興・地域創生推進機構 首都圏報告会」を開催
日比谷図書会館コンベンションホールを会場に首都圏に住む方を対象とした報
告会を開催。

12月23日  岩手大学吹奏楽部ウインターコンサート in 陸前高田
陸前高田市コミュニティホールのシンガポールホールを会場にウインターコンサー
トを開催。

●平成31年（令和元年）
4 月 1日  「三陸復興・地域創生推進機構」に企画室を設置

大規模な組織になったことに伴い、機構の円滑な運営を行うため、部門間の情
報共有・調整を行う役割として全体の統括を行う企画室を設置。

 「宮沢賢治センター」が「宮沢賢治いわて学センター」へ名称を変更
人文社会科学部の付属センターとして「宮沢賢治いわて学センター」に名称を
変更。

10月2日～　岩手生涯学習士育成講座
社会教育・保険福祉関連の行政職員、NPO等地域の課題に取組んでいる方々に
対し、地域問題解決に取組む力を育むキャリアアップ講座。

10月20日 三陸復興・地域創生推進機構 震災復興トークショー
立教大学池袋キャンパスを会場に「拡大コミュニティで生き残れ！－岩手から
伝えたいこと－」をテーマに震災復興トークショーを開催した。

●令和２年
10月1日 「研究支援・産学連携センター」「地域社会教育推進室」を設置

担当理事及び副学長の下、教育研究施設を機動的に運営するため、組織の見直
しを行い、研究推進機構、三陸復興・地域創生推進機構を改組し、10月 1日より
研究支援・産学連携センター及び地域社会教育推進室を設置。

第1回アドバイザリーボード
会議の様子
（ 7月27日）

NEXT STEP工房
ワークショップの様子
（ 6月 3日）

銀河オープンラボ
（ 5月18日）

岩手大学管弦楽団
第58回定期演奏会釡石講演

（12月 1日）

岩手大学吹奏楽部
ウィンターコンサートin 陸前高田

（12月23日）

いわて生涯学習士育成講座
 （10月 2日～）

震災復興トークショー
（10月20日）
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平成28年３月24日　制　　定
令和２年４月１日　最終改正

（趣旨）
第１条　この規則は、国立大学法人岩手大学学則第７条の３の規定に
基づき、岩手大学三陸復興・地域創生推進機構（以下「機構」とい
う。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定める。

（目的）
第２条　機構は、岩手大学の社会貢献目標に基づき、東日本大震災に
より被災した三陸沿岸地域等の復興を支援し推進するとともに、岩
手大学の教育研究成果及び知的資産の地域への普及・還元を図り、
地域創生における大学戦略を各部局と連携の上、推進することを目
的とする。

（業務）
第３条　機構は、前条の目的を遂行するため、次に掲げる業務を行う。
一　三陸沿岸地域等の復興支援・推進に関すること。
二　地域創生の企画、推進に関すること。
三　生涯学習機会の提供及び支援に関すること。
四　大学発ベンチャーの創出・育成に関すること。
五　盛岡市産学官連携研究センターに関すること。
六　三陸水産研究を通じた教育研究領域に関すること。
七　平泉文化研究を通じた教育研究領域に関すること。
八　地域防災研究を通じた教育研究領域に関すること。
九　ものづくり技術研究を通じた教育研究領域に関すること。
十　その他第２条の目的を達成するために必要な業務に関すること。

２　機構の業務を行う際には、他部局と連携・協力を図るものとする。

（部門等）
第４条　機構に前条の業務を遂行するため、次に掲げる部門を置く。
一　三陸復興部門
二　地域創生部門
三　生涯学習部門
四　三陸水産教育研究部門
五　平泉文化教育研究部門
六　地域防災教育研究部門
七　ものづくり技術教育研究部門

２　機構業務の企画及び管理等のため、機構に企画室を置く。
３　部門の業務を円滑に遂行するため、部門に班又はそれに相当する
組織を置くことができる。

４　三陸水産教育研究部門の業務は、三陸水産研究センターが、担う
ものとする。

５　平泉文化教育研究部門の業務は、平泉文化研究センターが、担う
ものとする。

６　地域防災教育研究部門の業務は、地域防災研究センターが、担う
ものとする。

７　ものづくり技術教育研究部門の業務は、ものづくり技術研究セン
ターが担うものとする。

８　第１項第二号に掲げる地域創生部門を地域連携・創生センターと
称することができる。

（組織）
第５条　機構に、次の職員を置く。
一　機構長
二　室長
三　部門長
四　専任教員
五　特任教員、特任研究員、特任専門職員
六　兼務教員
七　兼務職員
八　その他の職員（以下「機構職員」という。）

（機構長）
第６条　機構長は、機構全般の業務及び運営を統括する。
２　機構長は、復興・地域創生を担当する理事又は副学長をもって充
てる。

（副機構長）
第７条　機構長が必要と認めるときは、副機構長を置くことができる。
２　副機構長は、機構長の職を補佐する。
３　副機構長は、岩手大学の専任教員のうちから当該教員の所属する
学部等の長の同意を得て機構長が推薦し、学長が任命する。

４　副機構長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生
じた場合の後任の任期は、前任者の残任期間とする。

（室長）
第８条　室長は、企画室の業務を総括整理するとともに、機構長の職
務を補佐する。

２　室長は、理事又は岩手大学の専任教員のうちから機構長が推薦し、
学長が任命する。なお、専任教員を推薦するにあたっては当該教員
の所属する学部等の長の同意を得るものとする。

３　室長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた
場合の後任の任期は、前任者の残任期間とする。

（副室長）
第９条　機構長が必要と認めるときは、企画室に副室長を置くことが
できる。

２　副室長は、室長の職を補佐する。
３　副室長は、第５条第三号から第八号に掲げる者又は副機構長（副
機構長が置かれている場合に限る。）の中から機構長が推薦し、学
長が任命する。

４　副室長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じ
た場合の後任の任期は、前任者の残任期間とする。

（部門長）
第10条　部門長は、当該部門の業務を総括整理するとともに、機構長
の職務を補佐する。

２　部門長は、岩手大学の専任教員のうちから当該教員の所属する学
部等の長の同意を得て機構長が推薦し、学長が任命する。

３　部門長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じ
た場合の後任の任期は、前任者の残任期間とする。

４　地域創生部門長を地域連携・創生センター長と称することがで
きる。

（副部門長）
第11条　機構長が必要と認めるときは、部門に副部門長を置くことが
できる。

２　部門長は、部門長の職を補佐する。
３　副部門長は、部門所属の専任教員及び兼務教員のうちから、当該
教員の所属する学部等の長の同意を得て機構長が推薦し、学長が任
命する。

４　副部門長の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生
じた場合の後任の任期は、前任者の残任期間とする。

（専任教員）
第12条　専任教員は、機構の当該部門の業務を処理する。
２　専任教員は、第21条に規定する岩手大学三陸復興・地域創生推進
機構会議（以下「機構会議」という。）が候補者を推薦し、機構長
の申請に基づき学長が任命する。

（特任教員、特任研究員、特任専門職員）
第13条　特任教員、特任研究員、特任専門職員（以下「特任教員等」
という。）は、所属する部門の業務を処理するとともに、他部門の
業務について協力し分担する。

２　特任教員等は、機構会議が候補者を推薦し、学長が任命する。

（兼務教員）
第14条　兼務教員は、専任教員と協力し所属する部門の業務を処理す
るとともに所属学部等との連絡調整に当たるものとする。

２　兼務教員は、機構会議が候補者を推薦し、機構長の申請に基づき
学長が任命する。

３　機構長は、前項の申請に当たっては、当該教員の所属する学部等
の長の同意を得るものとする。

４　兼務教員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生
じた場合の後任の任期は、前任者の残任期間とする。

（兼務職員）
第15条　兼務職員は、所属する部門の業務を処理する。
２　兼務職員は、部門長が候補者を推薦し、学長が任命する。

（客員教授等）
第16条　機構に客員教授及び客員准教授（以下「客員教授等」という。）
を置くことができる。

２　客員教授等の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。
３　客員教授等の選考に関し必要な事項は、別に定める。

（客員研究員）
第17条　機構に、客員研究員を置くことができる。
２　客員研究員の任期は、１年以内とする。ただし、再任を妨げない。
３　客員研究員の選考に関し必要な事項は、別に定める。

①岩手大学三陸復興・地域創生推進機構規則
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（地域創生推進協力員）
第18条　機構に、地域創生等の推進を図るための調査及び企画・調整
等の業務に従事する地域創生推進協力員を置くことができる。

２　地域創生推進協力員に関し必要な事項は、別に定める。

（機構職員）
第19条　機構職員は、機構の業務に従事する。

（サテライト等）
第20条　機構は、第３条に掲げる業務を行うため、現地における活動
拠点として各市町村にサテライトを置くことができる。

２　機構は、各市町村等との連絡調整を行うため、各市町村にエクス
テンションセンターを置くことができる。

（機構会議）
第21条　機構に、第３条に掲げる業務に関する事項及び機構の運営に
関する事項を審議するため、三陸復興・地域創生推進機構会議を
置く。

２　機構会議に関する規則は、別に定める。

（アドバイザリーボード）
第22条　機構の運営に関して評価及び助言を受けるため、アドバイザ
リーボードを置くことができる。

２　アドバイザリーボードに関する規則は、別に定める。

（企画室会議及び部門会議）
第23条　機構の運営に関する事項を協議するため、企画室に企画室会
議を置く。

２　各部門の運営に関する事項を審議するため、各部門に部門会議を
置く。

３　企画室会議及び部門会議に関する規則は、別に定める。

（庶務）
第24条　機構の庶務は、関係部局等の協力を得て、地域連携推進課に
おいて処理する。

（雑則）
第25条　この規則に定めるもののほか、機構の運営に関し必要な事項
は、別に定める。

附　則
この規則は、平成28年４月１日から施行する。

附　則
この規則は、平成31年４月１日から施行する。

附　則
この規則は、令和２年４月１日から施行する。

平成31年４月１日　制　　定
令和２年３月25日　最終改正

（趣旨）
第１条　この規則は、岩手大学三陸復興・地域創生推進機構規則（以
下「規則」という。）第22条第２項の規定に基づき、岩手大学三陸

復興・地域創生推進機構アドバイザリーボード（以下「アドバイザ
リーボード」という。）に関し、必要な事項を定める。

（任務）
第２条　アドバイザイリーボードは、機構長の求めに応じ、機構の運
営に関して評価及び助言を行う。

③岩手大学三陸復興・地域創生推進機構アドバイザリーボード規則

平成28年３月24日　制　　定
令和２年３月25日　最終改正

（趣旨）
第１条　この規則は、岩手大学三陸復興・地域創生推進機構規則（以
下「規則」という。）第21条第２項の規定に基づき、岩手大学三陸
復興・地域創生推進機構会議（以下「機構会議」という。）に関し、
必要な事項を定める。

（審議事項）
第２条　機構会議は、規則第３条に規定する岩手大学三陸復興・地域
創生推進機構（以下「機構」という。）の業務に関する事項を審議
するほか、次の各号に掲げる事項を審議する。
一　機構の中期目標・中期計画及び年度計画に関すること。
二　機構の管理・運営の基本方針に関すること。
三　機構の予算及び決算に関すること。
四　機構の評価に関すること。
五　機構の専任教員の人事（懲戒を除く。）に関すること。
六　機構の特任教員、特任研究員、特任専門職員及び兼務教員候補
者の推薦に関すること。

七　機構の客員教授等に関すること。
八　機構の専任教員の兼業兼職審査に関すること。
九　機構の外部資金受入審査に関すること。
十　その他機構の運営に関する重要事項

（組織）
第３条　機構会議は、次に掲げる者（以下「委員」という。）をもっ
て組織する。
一　機構長
二　副機構長（副機構長が置かれている場合に限る。）
三　室長及び部門長
四　副室長及び副部門長（副室長及び副部門長が置かれている場合
に限る。）

五　各学部の副学部長又は評議員各１名
六　総合科学研究科地域創生専攻長
七　研究・地域連携部長
八　その他機構長が必要と認めた者

（議長）
第４条　機構会議に議長を置き、機構長をもって充てる。

２　議長は、機構会議を招集し、議長となる。
３　議長に事故があるときは、議長があらかじめ指名する委員がその
職務を代理する。

（会議）
第５条　機構会議は、委員の３分の２以上の出席をもって成立する。
２　機構会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同
数のときは、議長の決するところによる。

３　前項の規定にかかわらず、第２条第５号に掲げる事項については、
出席した委員の３分の２以上の賛成をもって決する。

（委員以外の者の出席）
第６条　機構会議が必要と認めたときは、委員以外の者を機構会議に
出席させ、その意見を聴くことができる。

（専門委員会）
第７条　機構会議に、必要に応じて専門委員会を置くことができる。

（庶務）
第８条　機構会議の庶務は、地域連携推進課において処理する。

（雑則）
第９条　この規則に定めるもののほか、機構会議に関し必要な事項は、
別に定める。

附　則
この規則は、平成28年４月１日から施行する。

附　則
この規則は、平成28年７月15日から施行し、平成28年４月１日から適
用する。

附　則
この規則は、平成31年４月１日から施行する。

附　則
この規則は、令和２年４月１日から施行する。

②岩手大学三陸復興・地域創生推進機構会議規則
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（組織）
第３条　アドバイザリーボードは、次の各号に掲げる委員をもって組
織する。
一　機構長が委嘱する外部有識者　若干名
二　その他機構長が必要と認めた者　若干名

２　前項に掲げる委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、
委員に欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間
とする。

（運営）
第４条　アドバイザリーボードに委員長を置き、委員の互選によって
これを定める。

２　委員長は、アドバイザリーボードを主宰する。

（庶務）
第５条　アドバイザリーボードの庶務は、地域連携推進課において処
理する。

（雑則）
第６条　この規則に定めるもののほか、アドバイザリーボードの運営
に関し、必要な事項は別に定める。

附　則
この規則は、平成31年４月１日から施行する。

附　則
この規則は、令和２年４月１日から施行する。

平成28年７月15日　制　　定
令和２年２月５日　最終改正

（趣旨）
第１条　この規則は、岩手大学三陸復興・地域創生推進機構規則（以
下「規則」という。）第23条第３項の規定に基づき、岩手大学三陸
復興・地域創生推進機構三陸復興部門（以下「部門」という。）に
置く会議（以下「部門会議」という。）に関し、必要な事項を定める。

（審議事項等）
第２条　部門会議は、次に掲げる事項を審議するとともに、必要に応
じ岩手大学三陸復興・地域創生推進機構会議への提言を行う。
一　部門の中期目標・中期計画及び年度計画に関すること。
二　部門のプロジェクト年度計画に関すること。
三　三陸沿岸地域等の復興支援・推進に関すること。
四　その他部門の運営に関すること。

（組織）
第３条　部門会議は、次に掲げる者（以下「委員」という。）をもっ
て組織する。
一　部門長
二　規則第４条第３項に定める班又はそれに相当する組織を置いた
場合の長

三　地域連携推進課長
四　その他機構長又は部門長が必要と認めた者

２　部門に規則第11条に定める副部門長を置いた場合は、前項の部門
会議の委員とする。

（議長）
第４条　部門会議に議長を置き、部門長をもって充てる。

２　議長は、部門会議を招集し、主宰する。
３　議長に事故があるときは、議長があらかじめ指名する委員がその
職務を代理する。

（会議）
第５条　部門会議は、委員の過半数の出席をもって成立する。
２　部門会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同
数のときは、議長の決するところによる。

（委員以外の者の出席）
第６条　部門長が必要と認めたときは、委員以外の者を部門会議に出
席させ、その意見を聴くことができる。

（庶務）
第７条　部門会議の庶務は、地域連携推進課において処理する。

（雑則）
第８条　この規則に定めるもののほか、部門会議に関し必要な事項は、
別に定める。

附　則
この規則は、平成28年７月15日から施行し、平成28年４月１日から適
用する。

附　則
この規則は、平成31年４月１日から施行する。

附　則
この規則は、令和２年４月１日から施行する。

④岩手大学三陸復興・地域創生推進機構三陸復興部門会議規則

平成28年７月15日　制　　定
令和２年２月５日　最終改正

（趣旨）
第１条　この規則は、岩手大学三陸復興・地域創生推進機構規則（以
下「規則」という。）第23条第３項の規定に基づき、岩手大学三陸
復興・地域創生推進機構地域創生部門（以下「部門」という。）に
置く会議（以下「部門会議」という。）に関し、必要な事項を定める。

（審議事項等）
第２条　部門会議は、次に掲げる事項を審議するとともに、必要に応
じ岩手大学三陸復興・地域創生推進機構会議への提言を行う。
一　部門の中期目標・中期計画及び年度計画に関すること。
二 　部門のプロジェクト年度計画に関すること。
三 　地域創生の企画、推進に関すること。
四 　産学官連携の推進に関すること。
五 　盛岡市産学官連携研究センターに関すること。
六 　その他部門の運営に関すること。

（組織）
第３条　部門会議は、次に掲げる者（以下「委員」という。）をもっ
て組織する。
一　部門長
二　専任教員
三 　特任教員

四 　規則第４条第３項に定める班又はそれに相当する組織を置いた
場合の長

五 　各学部からの兼務教員　各１名
六 　地域連携推進課長
七 　その他機構長又は部門長が必要と認めた者

２　部門に規則第11条に定める副部門長を置いた場合は、前項の部門
会議の委員とする。

（議長）
第４条　部門会議に議長を置き、部門長をもって充てる。
２　議長は、部門会議を招集し、主宰する。
３　議長に事故があるときは、議長があらかじめ指名する委員がその
職務を代理する。

（会議）
第５条　部門会議は、委員の過半数の出席をもって成立する。
２　部門会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同
数のときは、議長の決するところによる。

（委員以外の者の出席）
第６条　部門長が必要と認めたときは、委員以外の者を部門会議に出
席させ、その意見を聴くことができる。

（庶務）
第７条　部門会議の庶務は、地域連携推進課において処理する。

⑤岩手大学三陸復興・地域創生推進機構地域創生部門会議規則
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平成28年７月15日　制　　定
令和２年２月５日　最終改正

（趣旨）
第１条　この規則は、岩手大学三陸復興・地域創生推進機構規則（以
下「規則」という。）第23条第３項の規定に基づき、岩手大学三陸
復興・地域創生推進機構生涯学習部門（以下「部門」という。）に
置く会議（以下「部門会議」という。）に関し、必要な事項を定める。

（審議事項等）
第２条　部門会議は、次に掲げる事項を審議するとともに、必要に応
じて岩手大学三陸復興・地域創生推進機構会議への提言を行う。
一　部門の中期目標・中期計画及び年度計画に関すること。
二　生涯学習に係る事業計画の策定及び実施に関すること。
三　その他生涯学習に関すること。　

（組織）
第３条　部門会議は、次に掲げる者（以下「委員」という。）をもっ
て組織する。
一　部門長
二　専任教員
三　特任教員
四　規則第４条第３項に定める班又はそれに相当する組織を置いた
場合の長

五　各学部からの兼務教員　各１名
六　地域連携推進課長
七　その他機構長又は部門長が必要と認めた者

２　部門に規則第11条に定める副部門長を置いた場合は、前項の部門
会議の委員とする。

（議長）
第４条　部門会議に議長を置き、部門長をもって充てる。
２　議長は、部門会議を招集し、主宰する

３　議長に事故があるときは、議長があらかじめ指名する委員がその
職務を代理する。

（会議）
第５条　部門会議は、委員の過半数の出席をもって成立する。
２　部門会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同
数のときは、議長の決するところによる。

（委員以外の者の出席）
第６条　部門長が必要と認めたときは、委員以外の者を部門会議に出
席させ、その意見を聴くことができる。

（庶務）
第７条　部門会議の庶務は、地域連携推進課において処理する。

（雑則）
第８条　この規則に定めるもののほか、部門会議に関し必要な事項は、
別に定める。

附　則
この規則は、平成28年７月15日から施行し、平成28年４月１日から適
用する。

附　則
この規則は、平成29年10月１日から施行し、平成29年10月１日から適
用する。

附　則
この規則は、平成31年４月１日から施行する。

附　則
この規則は、令和２年４月１日から施行する。

⑥岩手大学三陸復興・地域創生推進機構生涯学習部門会議規則

平成31年４月１日　制　　定
令和２年２月５日　最終改正

（趣旨）
第１条　この規則は、岩手大学三陸復興・地域創生推進機構規則（以
下「規則」という。）第23条第３項の規定に基づき、岩手大学三陸
復興・地域創生推進機構企画室（以下「企画室」という。）に置く
会議（以下「企画室会議」という。）に関し、必要な事項を定める。

（目的）
第２条　企画室会議は、次に掲げる事項について意見交換するととも
に、必要に応じて岩手大学三陸復興・地域創生推進機構会議への提
言を行う。

一　岩手大学三陸復興・地域創生推進機構（以下「機構」という。）
業務の企画及び管理に関すること。

二　機構の各部門間の連絡調整に関すること。
三　各部局との連携に関すること。
四　その他機構の運営に関すること。

（組織）
第３条　企画室会議は、次に掲げる者（以下「委員」という。）をもっ
て組織する。

一　室長
二　機構の各部門長
三　研究・地域連携部長

四　地域連携推進課長
五　その他室長が必要と認めた者
２　企画室に規則第９条に定める副室長を置いた場合は、前項の企画
室会議の委員とする。

（議長）
第４条　企画室会議に議長を置き、室長をもって充てる。
２　議長は、企画室会議を招集し、主宰する。

（会議）
第５条　企画室会議は、委員の過半数の出席をもって成立する。

（委員以外の者の出席）
第６条　室長が必要と認めたときは、委員以外の者を企画室会議に出
席させ、その意見を聴くことができる。

（庶務）
第７条　企画室会議の庶務は、地域連携推進課において処理する。

附　則
この規則は、平成31年４月１日から施行する。

附　則
この規則は、令和２年４月１日から施行する。

⑦岩手大学三陸復興・地域創生推進機構企画室会議規則

（雑則）
第８条　この規則に定めるもののほか、部門会議に関し必要な事項は、
別に定める。

附　則
この規則は、平成28年７月15日から施行し、平成28年４月１日から適
用する。

附　則
この規則は、平成31年４月１日から施行する。

附　則
この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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